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1. 概要

島根２号機構内では，第３系統直流電源設備設置工事等の安全対策工事に伴う掘

削を図 1－1 の平面図のとおり実施しており，耐震重要施設 *1 及び常設重大事故等対

処施設*2の基礎地盤付近及び周辺斜面の法尻付近も一部掘削している状態である。 

本資料では，設置変更許可時における耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設

の基礎地盤及び周辺斜面の安定性に関して，図 1－2 に示す掘削による地盤の安定

性評価の検討経緯フローのうち，安全対策工事に伴う原子炉建物周辺の掘削及び設

備の補強や追加等の改造工事に伴う重量増加を踏まえた基礎地盤及び周辺斜面の安

定性評価について説明する。 

注記＊1：耐震重要度分類Ｓクラスの機器・系統及びそれらを支持する建物・構築

物，波防護施設等 

 ＊2：常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重 

大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く） 

図 1－1 安全対策工事に伴う掘削平面位置図 
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耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価

では，設置変更許可段階にて，設置標高等によりグループ分けを行い，グループ毎

に安定性が厳しくなると考えられる評価対象断面を選定している。 

本資料における安全対策工事に伴う掘削を踏まえた基礎地盤及び周辺斜面の安定

性評価では，設置変更許可時において選定した評価対象断面を対象に，保守的に掘

削箇所を投影した安定性評価を実施し，掘削箇所を考慮しても基準地震動Ｓｓによ

る地震力による基礎地盤及び周辺斜面のすべり，基礎地盤の支持力及び基礎底面の

傾斜に対して十分な安定性を有することを確認する。 

なお，基礎地盤の安定性評価では，設備の補強や追加等の改造工事に伴う重量増

加を考慮する。 

 

掘削箇所には，親杭，グラウンドアンカ，切梁等の土留め工を設置しているが，

図 1－2 のとおり，盛土掘削箇所周辺において，改良地盤及び埋戻コンクリートに

よる追加対策工を実施することとした。 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価においては，追加対策工を考慮し，モデルに

反映する。親杭，グラウンドアンカ，切梁等の土留め工は自主設備とし，その効果

については期待せず，２次元動的ＦＥＭ解析のモデルには反映しないこととする。 

 

また，親杭，グラウンドアンカ，切梁等の土留め工は残置することとし，その波

及的影響評価については，「補足-027-10-106 土留め工（親杭）の耐震性につい

ての計算書に関する補足説明資料」で説明する。 
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2. 基礎地盤の安定性評価

2.1 評価フロー 

基礎地盤の地震時の安定性評価のフローを図 2.1－1 に示す。 

本章では，設置変更許可時に選定した評価対象断面に関して，設備の補強や追

加等の改造工事に伴う重量増加及び安全対策工事に伴う原子炉建物周辺の掘削を

踏まえた基礎地盤の安定性評価を実施する。 

図 2.1－1 基礎地盤の評価フロー（全体概要） 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設
（グループA～Ｄ）

基礎地盤は地震による
安定性を確保している

・代表施設の基礎地盤に対し，対策工等の検討を行う
・対策工等を反映後，再度，全施設を対象に，代表施設の選定及
び評価対象断面の選定を行う

・各施設について，施設周辺の地形，地質等を考慮して検討断面を設定する
・防波壁は，延長の長い線状構造物であることから，縦断方向の地質等の変化を踏まえ，横断方向に複数の検討断面を設定する
・各グループにおいて，施設毎に，基礎地盤安定性の影響要因について比較し，以下の観点から影響要因の番号を付与する

①基礎地盤の岩級，地形等 ：基礎地盤に低位岩級（CL，D級）が分布する施設，または基礎地盤が特徴的な施設に番号を付与する

②施設直下のｼｰﾑの分布 ：直下にシームが分布する施設に番号を付与する

③施設重量 ：施設総重量（単位奥行当たりの施設重量）が最も大きい施設に番号を付与する＊1

④杭底面幅 ：横断方向の杭底面幅が狭い施設に番号を付与する【杭基礎のみ】

⑤埋戻土層等の厚さ ：周辺の埋戻土層等が厚い施設に番号を付与する【防波壁のみ】

⑥杭の根入長 ：杭の根入長が短い施設に番号を付与する【杭基礎のみ】

評価対象断面に選定し，
２次元動的FEM解析を実施

すべり安全率1.5を上回る
且つ 基礎の接地圧が評価基準値を超えない

且つ 基礎底面の傾斜が評価基準値の目安を超えない＊4

No

基礎地盤の地震による安定性評価は
グループ内の代表施設の評価に代表させる

・代表施設に選定する

・代表施設の選定の際に設定した検討断面に対し，上記と同様の観点から影響要因について比較し，影響要因の番号を

付与する

・評価対象断面を選定するため，簡便法も実施する（検討断面を全て選定する場合を除く）

代表施設内で影響要因の番号付与数が最多＊3

または 簡便法のすべり安全率が最小

Yes

注記＊3：影響要因の番号付与数が最多の検討断面が
複数存在する場合，簡便法のすべり安全率が
最小となる断面を評価対象断面に選定する。

注記＊1：施設総重量が同じになる場合は，単位奥行当たりの施設重量が大きい方に番号を付与する。
＊2：影響要因の番号付与数が最多の施設が複数存在する場合，それらの施設を対象に簡便法を実施し，

最小すべり安全率の施設を代表施設に選定する。

Yes

No

No
Yesグループ内で影響要因の番号付与数が最多＊2

Yes

注記＊4：評価基準値の目安を上
回った場合は，基礎底面
の傾斜を考慮しても，施設
の構造成立性が確保され
る見通しがあり，施設の安
全機能を損なうおそれが
ない地盤に設置されてい
ることを確認する。

以下を反映し，基礎地盤の安定性評価を実施する
・安全対策工事に伴う掘削を評価対象断面に保守的に反映
・評価対象施設の改造工事に伴う重量増加を考慮

2.3～2.5 掘削反映後の安定性評価

まとめ資料 掘削反映前の安定性評価
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2.2 設置変更許可時における基礎地盤の評価対象断面の選定に係る概要 

2.1 章のとおり，設置変更許可時の評価対象断面に保守的に掘削形状を反映す

ることから，設置変更許可時における基礎地盤の評価対象断面の選定に係る概要

を以下に示す。 

 

2.2.1 評価対象施設の分類 

本評価の対象施設である耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設につい

て，基礎地盤の安定性評価を実施する代表施設を選定するため，設置標高，

施設区分及び基礎形式により 4 つのグループに分類した。 

評価対象施設の分類結果を図 2.2.1－1 に示す。 

 

 

図 2.2.1－1 評価対象施設の分類結果  

グループ分類 ①設置標高 ②施設区分 ③基礎形式
（参考）

液状化影響の考慮

グループＡ EL 15m盤以下 防波壁以外 直接基礎 考慮する

グループＢ EL 44～50m盤 防波壁以外 直接基礎 考慮しない

グループＣ EL 15m盤以下 防波壁 杭基礎 考慮する

グループＤ EL 15m盤以下 防波壁 直接基礎 考慮する

EL 15m以下

EL 15m以下

2号機原子炉建物

取水槽

制御室建物

2号機廃棄物処理建物

2号機タービン建物

EL 50m

EL 44m

2号機排気筒

EL 15m以下

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

１号機取水槽北側壁

ガスタービン発電機建物

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎

緊急時対策所
屋外配管ダクト

（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

緊急時対策所用燃料地下タンク

第１ベントフィルタ格納槽

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

取水管・取水口

0 200m

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

防
波
壁
（逆

Ｔ
擁
壁
）

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

防波壁（波返重力擁壁）

【凡例】

：グループＡ
(EL 15m盤以下，防波壁以外，直接基礎)

：グループＢ
(EL 44～50m盤，防波壁以外，直接基礎)

：グループＣ
(EL 15m盤以下，防波壁，杭基礎)

：グループＤ
(EL 15m盤以下，防波壁，直接基礎)

Ｎ
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2.2.2 代表施設の選定 

図 2.2.2－1 の評価フローに基づき，基礎地盤安定性の影響要因である岩

級・地形等，施設直下のシームの分布，施設重量，杭底面幅，埋戻土層等の

厚さ及び杭の根入れ長を評価項目として各グループにおいて比較検討し，安

定性評価が厳しくなると想定される施設を代表施設に選定した。 

安全対策工事に伴う掘削箇所は，２号機原子炉建物周辺の EL 15m 盤にある

ことから，以降では掘削の影響が考えられるグループＡの評価について示

す。 

グループＡの影響要因の確認に用いた地質断面図を図 2.2.2－2 に，代表施

設の選定に関する影響要因等の比較検討結果を表 2.2.2－1 に示す。地質断

面図及び影響要因等の比較結果から，グループＡの代表施設として２号機原

子炉建物を選定した。グループＡの代表施設選定結果を図 2.2.2－3 に示

す。 

図 2.2.2－1 評価フロー 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設
（グループA～Ｄ）

基礎地盤は地震による
安定性を確保している

・代表施設の基礎地盤に対し，対策工等の検討を行う
・対策工等を反映後，再度，全施設を対象に，代表施設の選定及
び評価対象断面の選定を行う

・各施設について，施設周辺の地形，地質等を考慮して検討断面を設定する
・防波壁は，延長の長い線状構造物であることから，縦断方向の地質等の変化を踏まえ，横断方向に複数の検討断面を設定する
・各グループにおいて，施設毎に，基礎地盤安定性の影響要因について比較し，以下の観点から影響要因の番号を付与する

①基礎地盤の岩級，地形等 ：基礎地盤に低位岩級（CL，D級）が分布する施設，または基礎地盤が特徴的な施設に番号を付与する

②施設直下のｼｰﾑの分布 ：直下にシームが分布する施設に番号を付与する

③施設重量 ：施設総重量（単位奥行当たりの施設重量）が最も大きい施設に番号を付与する＊1

④杭底面幅 ：横断方向の杭底面幅が狭い施設に番号を付与する【杭基礎のみ】

⑤埋戻土層等の厚さ ：周辺の埋戻土層等が厚い施設に番号を付与する【防波壁のみ】

⑥杭の根入長 ：杭の根入長が短い施設に番号を付与する【杭基礎のみ】

評価対象断面に選定し，
２次元動的FEM解析を実施

すべり安全率1.5を上回る
且つ 基礎の接地圧が評価基準値を超えない

且つ 基礎底面の傾斜が評価基準値の目安を超えない＊4

No

基礎地盤の地震による安定性評価は
グループ内の代表施設の評価に代表させる

グループA：
２号機原子炉建物
グループB：
ガスタービン発電機建物
グループC：
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）
グループＤ：
防波壁（逆T擁壁）

・代表施設に選定する

・代表施設の選定の際に設定した検討断面に対し，上記と同様の観点から影響要因について比較し，影響要因の番号を

付与する

・評価対象断面を選定するため，簡便法も実施する（検討断面を全て選定する場合を除く）

なし

代表施設内で影響要因の番号付与数が最多＊3

または 簡便法のすべり安全率が最小

Yes

注記＊3：影響要因の番号付与数が最多の検討断面が 複数
存在する場合，簡便法のすべり安全率が最小となる
断面を評価対象断面に選定する。

注記＊1：施設総重量が同じになる場合は，単位奥行当たりの施設重量が大きい方に番号を付与する。
＊2：影響要因の番号付与数が最多の施設が複数存在する場合，それらの施設を対象に簡便法を実施し，

最小すべり安全率の施設を代表施設に選定する。

Yes

No

No
Yesグループ内で影響要因の番号付与数が最多＊2

Yes

左記４施設
以外

注記＊4： 評価基準値の目安を上回った場合は，
基礎底面の傾斜を考慮しても，施設の
構造成立性が確保される見通しがあり，
施設の安全機能を損なうおそれがない
地盤に設置されていることを確認する。
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表 2.2.2－1 代表施設の選定に関する影響要因等の比較検討結果 

 

 

図 2.2.2－3 グループＡの代表施設選定結果  

評価対象施設

影響要因
該当
する
影響
要因

簡便法の
最小すべり
安全率

選定理由①
基礎地盤

の岩級，地形等

②
施設直下
のシームの
分布

③
施設総重量（MN）
（単位奥行当たりの
施設重量＊（MN/m））

２号機原子炉建物 CM～CH級 あり
3278
（46.82）

②，③ 2.78

・施設直下にシームが分布していること及び施設総重量が最大である。
・影響要因の番号付与数が最多であるため，簡便法を実施した結果，す
べり安全率は最小である。

以上のことから，代表施設に選定する。

２号機タービン建物 ＣL～CH級 あり
2112
（41.08）

①，② 4.80

・２号機原子炉建物に比べ，局所的にCL級岩盤が分布するが，CH級が
主体であり，施設総重量が小さい。

・影響要因の番号付与数が２号機原子建物と同数で最多であるため，簡
便法を実施した結果，すべり安全率は２号機原子炉建物より大きい。

以上のことから，２号機原子炉建物の評価に代表させる。

２号機廃棄物処理建
物

CM～CH級 あり

1167
（21.26）

② ―
・２号機原子炉建物に比べ，岩級及びシームの分布状況は同等である
が，施設総重量が小さいことから，２号機原子炉建物の評価に代表さ
せる。

取水槽
382

（11.76）

低圧原子炉代替注
水ポンプ格納槽

97
（7.27）

第１ベントフィルタ格
納槽

95
（7.06）

取水管
3

（0.68）

Ｂ－ディーゼル燃料
貯蔵タンク格納槽

CM級 あり
36

（1.88）
② ―

・２号機原子炉建物に比べ，岩級はCM級であるが，施設総重量が小さい
ことから，２号機原子炉建物の評価に代表させる。

屋外配管ダクト（Ｂ－
ディーゼル燃料貯蔵
タンク～原子炉建
物）

CH級 あり
13

（4.79）
② ―

・２号機原子炉建物に比べ，シームの分布状況は同等であるが，岩級は
ＣＨ級であること，及び施設総重量も小さいことから，２号機原子炉建物
の評価に代表させる。

制御室建物

CH級 あり

132
（6.00）

② ―
・２号機原子炉建物に比べ，シームの分布状況は同等であるが，岩級は
ＣＨ級であること，及び施設総重量も小さいことから，２号機原子炉建物の
評価に代表させる。

取水口
2

（0.10）

２号機排気筒

CM～CH級

基礎地盤が特徴
的

あり

119
（4.16）

①，② 6.55

・２号機原子炉建物に比べ，基礎地盤が特徴的（基礎地盤周辺の地形形
状が急勾配）であり，岩級及びシームの分布状況は同等であるが，施設
総重量が小さい。

・影響要因の番号付与数が２号機原子炉建物と同数で最多であるため，簡
便法を実施した結果，すべり安全率は２号機原子炉建物より大きい。

以上のことから，２号機原子炉建物の評価に代表させる。

屋外配管ダクト
（タービン建物～放
水槽）

18
（2.57）

屋外配管ダクト
（タービン建物～排
気筒）

8
（1.24）

１号機取水槽北側壁 CM～CH級 あり
4

（4.08）
② ―

・２号機原子炉建物に比べ，岩級及びシームの分布状況は同等であるが，
施設総重量が小さいことから，２号機原子炉建物の評価に代表させる。

：番号を付与する影響要因 ：影響要因の番号付与が多い ：選定した代表施設 注記＊：施設総重量を施設の短辺方向の延長で除した値を記載

グループＡ
（EL 15m盤以下，防波壁以外，直接基礎）

２号機原子炉建物

２号機タービン建物

２号機廃棄物処理建物

制御室建物

取水槽

２号機排気筒

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

第１ベントフィルタ格納槽

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

取水管・取水口

１号機取水槽北側壁

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～
原子炉建物）

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎

0 200m

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

EL 15m以下

EL 15m以下

２号機原子炉建物

取水槽

制御室建物

２号機廃棄物処理建物

２号機タービン建物

EL 50m

EL 44m

２号機排気筒

EL 15m以下

屋外配管ダクト
（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

１号機取水槽北側壁

第１ベントフィルタ格納槽

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽

取水管・取水口

【凡例】

：グループＡ
(EL 15m盤以下，防波壁以外，直接基礎)

：代表施設

Ｎ
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2.2.3 評価対象断面の選定 

グループＡの代表施設である２号機原子炉建物の検討断面として，２号機

原子炉建物を通り，シームの最急勾配方向であり，すべり安定性が厳しくな

ると考えられる南北方向に原子炉建物（南北）（①－①’断面）を選定し

た。また，２号機原子炉建物の東西方向のシームの分布や地質状況が一様で

あることを確認するため，①－①’断面と直交する原子炉建物（東西）（②

－②’断面）を検討断面に設定した。 

２号機原子炉建物周辺は，施設重量の大きい建物が密集することから，影

響要因のうち施設重量を比較する際は，両断面上の建物の総重量も併せて比

較した。 

①－①’断面及び②－②’断面の比較の結果，影響要因の諸元が同程度で

あることを踏まえ，両断面とも評価対象断面に選定した。 

評価対象断面の選定に用いた地質断面図を図 2.2.3－1 に，影響要因等の比

較検討結果を表 2.2.3－1 に示す。 

図 2.2.3－1 評価対象断面の選定に用いた地質断面図（２号機原子炉建物） 

表 2.2.3－1 評価対象断面の選定に関する影響要因等の比較検討結果 

断面位置図

0 100m

② ②’

①

①’

凡例

評価対象施設

ＭＭＲ

埋戻土，盛土

ＣＬ級

ＣＭ級

ＣＨ級

シーム

岩級境界線

0 50m

EL （m）

100.0

50.0

0.0

-50.0

地質断面図（ ②－②’断面，岩級・シーム）

１号機廃棄物
処理建物

②’
→

１号機
原子炉
建物

②
←

２号機
原子炉建物

２号機廃棄物
処理建物

MMR
（投影）

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タン
ク～原子炉建物）（投影）

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

EL（m）

100.0

50.0

0.0

-50.0

地質断面図（①－①’断面，岩級・シーム）

低圧代替注水ポンプ格納槽
第１ベントフィルタ格納槽（投影）

防波壁

取水口・取水管
（投影）

２号機
ﾀｰﾋﾞﾝ建物

２号機
原子炉
建物

①
←

①’
→

取水槽

0 50m

MMR

Ｎ

検討
断面

影響要因

該当する
影響要因

選定理由
①

基礎地盤
の岩級，地
形等

②
施設直下
のシームの
分布

③

施設総重量（MN）
（単位奥行当たり
の施設重量＊1

（MN/m））

【参考】
隣接施設も含めた
施設重量＊2

（MN）

①－①’

ＣＭ～CH級

あり
3278
（36.66）

5772 ②，③

・両断面の影響要因の諸元が同程度であることを
踏まえ，両断面とも評価対象断面に選定する。

②－②’ あり
3278
（46.82）

5481 ②，③

評価対象断面に選定

注記＊1：施設総重量を施設の断面直交方向の延長で除した値を記載
＊2：①－①’断面は，２号機原子炉建物，２号機タービン建物及び２号機取水槽の施設総重量の和を記載。②－②’断面は，２号機原子炉建物，２号機廃棄物処理建

物，１号機原子炉建物及び１号機廃棄物処理建物の施設総重量の和を記載
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2.3 評価対象断面への掘削箇所の反映 

2.3.1 評価フロー（詳細） 

安全対策工事に伴う掘削及び改造工事に伴う重量増加を踏まえた基礎地盤

の安定性評価は，図 2.3.1－1 に示すフローに基づき行う。 

 

 

図 2.3.1－1 基礎地盤の安定性評価における掘削及び重量増加を踏まえた 

検討フロー図 

  

耐震重要施設等の基礎地盤（掘削後・最新重量反映）の安定性
START

ｚ２次元動的ＦＥＭ解析（等価線形解析）を実施

すべり安全率が1.5を上回る
且つ基礎の接地圧が評価基準値を超えない

且つ基礎底面の傾斜が評価基準値の目安を超えない

No

基礎地盤は地震による安定性を確保している

・設置変更許可時点の基礎地盤の評価対象断面のうち，掘削に
より安定性の低下が懸念される断面を抽出し，掘削箇所を，掘
削幅，深さ等の観点から保守的に投影する

評価対象施設の最新重量の反映

・基礎地盤に対し，対策工の検討を行う
・対策工を反映後，再度，掘削により安定性の低下が懸念される断
面を対象に，掘削状況を踏まえた安定性評価を行う

Yes

なし
①－①’断面
②－②’断面

2.3章

2.4.4章

2.5章
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2.3.2 掘削による安定性の低下が懸念される評価対象断面の抽出 

2.2 章で記載した設置変更許可段階における耐震重要施設等の基礎地盤の

評価対象断面及び掘削箇所の位置図を図 2.3.2－1 に示す。このうち，掘削

による安定性の低下が懸念される評価対象断面は，2.2 章で記載したとお

り，EL 15m の掘削箇所周辺に位置する原子炉建物（南北）（①－①’断面）

及び原子炉建物（東西）（②－②’断面）である。 

これらの掘削による安定性の低下が懸念される評価対象断面に対し，掘削

幅，深さ等の観点から保守的に掘削箇所を投影し，安定性評価を実施する。 

図 2.3.2－1 評価対象断面及び掘削箇所の位置図 



13 

2.3.3 掘削形状の投影 

掘削による安定性の低下が懸念される評価対象断面である，原子炉建物

（南北）（①－①’断面）及び原子炉建物（東西）（②－②’断面）に対

し，以下のとおり，掘削箇所を投影する。 

・２号機原子炉建物（南北）（①－①’断面）は，掘削箇所を通過する断面で

あることから，断面位置における掘削形状である幅 7.4m 及び掘削深さ EL

2.185m を反映する。

・２号機原子炉建物（東西）（②－②’断面）は，掘削箇所を通過しない断面

であることから，最も近い掘削箇所を断面に投影することとする。投影する

幅は，当該掘削箇所において最も広い 23.5m を投影する。投影する掘削深さ

は，EL-5.7m を投影する。

図 2.3.3－1 断面位置図（①－①’断面及び②－②’断面） 
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図 2.3.3－2 断面図（掘削箇所投影） 

凡 例

評価対象施設

ＭＭＲ

埋戻土，盛土

ＣＬ級

ＣＭ級

ＣＨ級

シーム

岩級境界線

EL（m）

100.0

50.0

0.0

-50.0

地質断面図（①－①’断面，岩級・シーム）

低圧代替注水ポンプ格納槽
第１ベントフ ィルタ格納槽（投影）

防波壁

取水口・取水管
（投影）

２号機
ﾀｰﾋﾞﾝ建物

２号機
原子炉
建物

①
←

①’
→

取水槽

0 50m

MMR

掘削範囲

0 50m

EL （m）

100.0

50.0

0.0

-50.0
地質断面図（②－②’断面，岩級・シーム）

１号機廃棄物
処理建物

②’

→

１号機
原子炉
建物

②

←

２号機
原子炉建物

２号機廃棄物
処理建物Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽

掘削範囲（投影）
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2.4 解析方法 

2.4.1 評価方針 

掘削による安定性の低下が懸念される評価対象断面である原子炉建物（南

北）（①－①’断面）及び原子炉建物（東西）（②－②’断面）について，基

準地震動Ｓｓに対する２次元動的ＦＥＭ解析（全応力解析）（以下「動的解

析」という。）を実施し，基礎地盤のすべり，支持力及び基礎底面の傾斜に関

する安定性評価を実施する。 

解析条件は，設置変更許可時と同様とする。 

 

2.4.2 地震応答解析手法 

動的解析は，周波数応答解析手法を用い，Ｄ級岩盤，埋戻土，盛土，旧表

土及びシームについては，等価線形化法により動せん断弾性係数及び減衰定

数のひずみ依存性を考慮する。なお，常時応力は，地盤の自重計算により求

まる初期応力，基礎掘削に伴う解放力及び施設・埋戻土の荷重を考慮した有

限要素法による２次元静的解析により求める。 

基礎地盤のすべりに対する安定性は，動的解析により求まる地震時増分応

力と常時応力を重ね合わせた地震時応力を用い，想定すべり面におけるすべ

り安全率により評価する。想定すべり面については，図 2.4.2－1 に示す設

置変更許可時と同様の方法により設定する。すべり安全率は，想定すべり面

上の応力状態を基に，すべり面上のせん断抵抗力の和をすべり面上のせん断

力の和で除して求める。ただし，地下水位以深の埋戻土，盛土については，

液状化の発生に伴い，地盤が応力を受け持たずに流動化し，地盤応力は限り

なく小さくなると考えられることから，すべり面上のせん断力及びせん断抵

抗力は考慮しない。 

基礎地盤の支持力に対する安定性は，動的解析により求まる施設底面の地

盤の地震時増分応力と常時の応力を重ね合わせた地震時の最大接地圧により

評価する。 

基礎底面の傾斜に対する安定性は，動的解析により求まる地震時の基礎底

面両端の鉛直相対変位を基礎底面幅で除して求めた傾斜により評価する。 

地震応答解析に用いたコードを表 2.4.2－1 に示す。 
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図 2.4.2－1 想定すべり面の設定方法 

表 2.4.2－1 基礎地盤の地震応答解析に用いたコード 

解析コード 

静的解析 Ｓ－ＳＴＡＮ Ｖｅｒ.20_ＳＩ 

地震応答解析 ＡＤＶＡＮＦ Ｖｅｒ.4.0 

① 基礎底面を通るすべり面

凡例

： シーム

： すべり面

： コントロールポイント

② シームを通るすべり面 ③ 応力状態を考慮したすべり面

１）要素の安全率が低い領域を考慮

①・②のすべり面における安定解析で得られた最小
すべり安全率の応力状態から，①・②のすべり面が
モビライズド面等を通るすべり面になっていることを
確認し，必要に応じてすべり面を追加設定する。

シームを通って岩盤内を切り上がる
すべり面をパラメトリックに設定する。

建物影響範囲

シームを通って岩盤内を切り上がる
すべり面をパラメトリックに設定する

建物影響範囲

２）モビライズド面を考慮

・基礎底面を通り，建物隅角部から切り上がるすべり
面をパラメトリックに設定する。

・切り上がるすべり面に液状化範囲が設定されている
場合は，液状化影響を考慮する。

液状化を考慮

2号炉
原子炉建物2号炉

タービン建物

2号炉
原子炉建物2号炉

タービン建物

２号機
タービン建物

２号機
原子炉建物

２号機
タービン建物

２号機
原子炉建物

２号機
タービン建物

２号機
原子炉建物

２号機

タービン建物

２号機
原子炉建物

２号機
タービン建物

２号機
原子炉建物
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2.4.3 入力地震動の策定 

入力地震動は，解放基盤面で定義される基準地震動Ｓｓを一次元波動論に

よって，地震応答解析モデルの入力位置で評価したものを用いる。入力地震

動は水平地震動及び鉛直地震動を同時に作用させるものとする。 

対象とする地震動は，「2.5 評価結果」に示す掘削前のすべり安定性評

価結果から，すべり安全率が厳しくなると想定されるＳｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ

１とし，水平地震動及び鉛直地震動の位相反転を考慮する。 

なお，入力地震動の策定には，解析コード「ＳＨＡＫＥ Ｖｅｒ.2.0」を

使用する。 

 

2.4.4 解析モデルの設定 

解析モデルは，設置変更許可段階における地盤安定性評価と同様，地盤は

平面ひずみ要素，シームはジョイント要素でモデル化する 

 

(1) 解析用要素分割図 

２号機原子炉建物の代表断面である原子炉建物（南北）（①－①’断面）

及び原子炉建物（東西）（②－②’断面）について，安全対策工事に伴う掘

削形状を反映した解析用要素分割図を図 2.4.4－1 及び図 2.4.4－2 に示す。 

掘削形状は，図 2.4.4－3 のとおり，設置変更許可時の解析モデルを用

い，実際の掘削形状を包絡するよう保守的に掘削形状を設定した。 

また，設置変更許可段階における隣接施設のモデル化の考え方を図 2.4.4

－4 に示す。埋戻土中の地中構造物である取水槽，低圧原子炉代替注水ポン

プ格納槽，施設護岸，Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽及び屋外配管ダ

クト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）については，地盤応答

に与える影響は軽微と考えられることから，施設としてモデル化せず，埋戻

土でモデル化する。 

なお，地中構造物のうち，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，Ｂ－ディー

ゼル燃料貯蔵タンク格納槽及び屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク～原子炉建物）については，一部岩盤中に位置するが，埋戻土と同様，

地盤応答に与える影響が軽微と考えられること，及び施設の空洞部分も岩盤

とするため，重量の観点から保守的な評価となることから，当該箇所は岩盤

でモデル化する。 
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図 2.4.4－1 解析用要素分割図（２号機原子炉建物（南北）） 

図 2.4.4－2 解析用要素分割図（２号機原子炉建物（東西）） 

0 50m

掘削範囲

0 50m

掘削範囲（投影）
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図 2.4.4－3 掘削形状の反映方法 

  

0 50m

：実際の掘削形状

：解析モデルに反映する掘削形状

掘削範囲（投影）

掘削範囲（投影）

設置変更許可時の解析モデルを用い，
実際の掘削形状を包絡するよう保守的に反映

以下拡大図
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図 2.4.4－4(1) 隣接施設のモデル化の考え方 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 

図 2.4.4－4(2) 隣接施設のモデル化の考え方（原子炉建物（南北）） 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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図 2.4.4－4(3) 隣接施設のモデル化の考え方（原子炉建物（東西）） 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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(2) 建物重量について 

「補足-024-01 原子炉建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」に

記載している，設備の補強や追加等の改造工事に伴う各建物の主要な増加重

量及び増加重量比を表 2.4.4－1 に示す。 

いずれの建物も増加重量比は 1％以下と小さく，重量増加が地盤安定性評

価に与える影響は極めて軽微と想定されるが，念のため，安全対策工事物量

が最も多い原子炉建物について，重量増加を反映した地盤の安定性評価を行

う。 

 

表 2.4.4－1 各建物の増加重量及び増加重量比 

（「補足-024-01 原子炉建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」に加筆） 

 

 

 

 

  

＊ 

注記＊：設置変更許可時のモデルと同一重量 
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(3) 解析用建屋モデルの設定 

設置変更許可段階における建物のモデル化方法を図 2.4.4－5 及び図 2.4.4

－6 に，２号機原子炉建物の解析モデルを図 2.4.4－7 に示す。 

本解析では以下の理由から，設置変更許可時の建物モデルを流用し，フロ

ア毎に重量増を反映することとする。 

 

・「補足-024-01 原子炉建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」に記

載している表 2.4.4－2 に示すとおり，補強等の改造工事に伴う重量の増加

分を考慮した質点系モデル（以下「補強反映モデル」という。）の固有振

動数は，今回工認用評価に用いている質点系モデル（以下「今回工認モデ

ル」という。）の結果に比べて僅かに小さくなるものの，概ね同程度であ

ること。 

・地盤ばねを省略した多質点系モデル及び有限要素モデルの固有周期につい

ても，増加重量前後で同程度であると考えられること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.4－5 建物のモデル化方法（１／２） 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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図 2.4.4－6 建物のモデル化方法（２／２） 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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図 2.4.4－7 設置変更許可段階における２号機原子炉建物の解析モデル 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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表 2.4.4－2 質点系モデルにおける固有値解析結果の比較 

（「補足-024-01 原子炉建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」抜粋） 
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2.4.5 解析用物性値の設定 

解析用物性値は，Ⅳ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき設

定する。評価に用いる解析用物性値を表 2.4.5－1～表 2.4.5－3 に示す。 

  



28 

表
2
.
4
.
5
－

1
 

解
析

用
物

性
値

（
そ

の
１

）

物
理

特
性

減
衰

特
性

密
度

ρ
s（

g/
c
m

3
）

せ
ん

断
強

度

τ
0
（
N

/
m

m
2
）

内
部

摩
擦

角
φ

（°
）

残
留

強
度

τ
（N

/
m

m
2
）

静
弾

性
係

数

E
（
×

1
03

 N
/
m

m
2
）

静
ポ

ア
ソ

ン
比

ν
s

動
せ

ん
断

弾
性

係
数

G
d（

×
1
0

3
 N

/
m

m
2
）

動
ポ

ア
ソ

ン
比

ν
d

減
衰

定
数

h

C
H
 級

2
.5

7
  

1
.1

4
  

5
4
  

1
.4

8
σ

0
.7

2
3
.7

4
  

0
.1

9
  

C
M
 級

2
.5

2
  

0
.9

2
  

5
4
  

0
.3

4
σ

0
.5

4
1
.9

5
  

0
.2

0
  

C
L
 級

2
.4

4
  

0
.2

8
  

4
5
  

0
.3

4
σ

0
.5

4
0
.5

4
  

0
.2

0
  

C
H
 級

2
.5

6
  

1
.1

4
  

5
4
  

1
.2

8
σ

0
.7

2
3
.7

4
  

0
.1

9
  

C
M
 級

2
.4

9
  

0
.9

2
  

5
4
  

0
.3

4
σ

0
.5

4
1
.9

5
  

0
.2

0
  

C
L
 級

2
.3

3
  

0
.2

8
  

2
8
  

0
.3

4
σ

0
.5

4
0
.4

3
  

0
.2

0
  

C
H
 級

2
.5

1
  

1
.5

4
  

5
5
  

1
.2

8
σ

0
.7

2
7
.7

8
  

0
.1

9
  

C
M
 級

2
.4

4
  

1
.1

4
  

4
7
  

0
.3

4
σ

0
.5

4
1
.4

7
  

0
.2

0
  

C
L
 級

2
.3

0
  

0
.6

0
  

2
8
  

0
.3

4
σ

0
.5

4
0
.4

3
  

0
.2

5
  

C
H
 級

2
.7

8
  

2
.1

4
  

5
2
  

1
.5

6
σ

0
.7

2
7
.7

8
  

0
.2

2
  

C
M
 級

2
.6

0
  

1
.5

8
  

5
2
  

0
.3

6
σ

0
.5

4
1
.4

7
  

0
.2

5
  

C
L
 級

2
.5

3
  

0
.8

3
  

4
3
  

0
.3

6
σ

0
.5

4
0
.4

3
  

0
.2

5
  

C
H
 級

2
.6

8
  

2
.1

4
  

5
2
  

1
.5

6
σ

0
.7

2
7
.7

8
  

0
.2

5
  

C
M
 級

2
.6

8
  

1
.5

8
  

5
2
  

0
.3

6
σ

0
.5

4
1
.4

7
  

0
.2

5
  

C
L
 級

2
.5

9
  

0
.8

3
  

4
3
  

0
.3

6
σ

0
.5

4
0
.4

3
  

0
.2

5
  

岩
盤

（
貫

入
岩

）

ド
レ

ラ
イ

ト

凝
灰

岩
・

凝
灰

角
礫

岩

安
山

岩

岩
盤

（
成

相
寺

層
）

0
.0

3

強
度

特
性

静
的

変
形

特
性

動
的

変
形

特
性

頁
岩

頁
岩

と
凝

灰
岩

の
互

層

表
2
.4

.5
－

2
解

析
用

物
性

値
（
そ

の
２

）
参

照



 

29 

 

   

表
2
.
4
.
5
－

2
 

解
析

用
物

性
値

（
そ

の
２

）
 

第
①

速
度

層
第

②
速

度
層

第
③

速
度

層
第

④
速

度
層

第
⑤

速
度

層
第

⑥
速

度
層

第
①

速
度

層
第

②
速

度
層

第
③

速
度

層
第

④
速

度
層

第
⑤

速
度

層
第

⑥
速

度
層

C
H
 級

0
.1

6
  

2
.0

8
  

6
.5

8
  

9
.7

7
  

1
0
.2

8
  

1
4
.1

9
  

C
M
 級

0
.1

6
  

2
.0

4
  

6
.4

5
  

9
.5

8
  

1
0
.0

8
  

1
3
.9

2
  

C
L
 級

0
.1

5
  

1
.9

8
  

6
.2

5
  

9
.2

8
  

9
.7

6
  

1
3
.4

7
  

C
H
 級

0
.1

6
  

2
.0

7
  

6
.5

5
  

9
.7

3
  

1
0
.2

4
  

1
4
.1

4
  

C
M
 級

0
.1

6
  

2
.0

2
  

6
.3

7
  

9
.4

7
  

9
.9

6
  

1
3
.7

5
  

C
L
 級

0
.1

5
  

1
.8

9
  

5
.9

6
  

8
.8

6
  

9
.3

2
  

1
2
.8

7
  

C
H
 級

0
.1

6
  

2
.0

3
  

6
.4

3
  

9
.5

4
  

1
0
.0

4
  

1
3
.8

6
  

C
M
 級

0
.1

5
  

1
.9

8
  

6
.2

5
  

9
.2

8
  

9
.7

6
  

1
3
.4

7
  

C
L
 級

0
.1

4
  

1
.8

6
  

5
.8

9
  

8
.7

5
  

9
.2

0
  

1
2
.7

0
  

C
H
 級

0
.1

7
  

2
.2

5
  

7
.1

2
  

1
0
.5

7
  

1
1
.1

2
  

1
5
.3

5
  

C
M
 級

0
.1

6
  

2
.1

1
  

6
.6

6
  

9
.8

9
  

1
0
.4

0
  

1
4
.3

6
  

C
L
 級

0
.1

6
  

2
.0

5
  

6
.4

8
  

9
.6

2
  

1
0
.1

2
  

1
3
.9

7
  

C
H
 級

0
.1

7
  

2
.1

7
  

6
.8

6
  

1
0
.1

9
  

1
0
.7

2
  

1
4
.8

0
  

C
M
 級

0
.1

7
  

2
.1

7
  

6
.8

6
  

1
0
.1

9
  

1
0
.7

2
  

1
4
.8

0
  

C
L
 級

0
.1

6
  

2
.1

0
  

6
.6

3
  

9
.8

5
  

1
0
.3

6
  

1
4
.3

0
  

0
.4

5
  

0
.3

9
  

0
.3

8
  

0
.3

4
  

0
.3

4
  

0
.3

5
  

安
山

岩

頁
岩

と
凝

灰
岩

の
互

層

凝
灰

岩
・

凝
灰

角
礫

岩

ド
レ

ラ
イ

ト

岩
盤

（
成

相
寺

層
）

岩
盤

（
貫

入
岩

）

動
せ

ん
断

弾
性

係
数

G
d（

×
1
0

3
 N

/
m

m
2
）

動
ポ

ア
ソ

ン
比

ν
d

頁
岩



30 

表
2
.
4
.
5
－

3
 

解
析

用
物

性
値

（
そ

の
３

）

注
記
＊
１
：
「
海
底
堆
積
物
，
崖
錐
堆
積
物
」
は
，
主
要
構
成
地
質
（
礫
混
り
砂
質
土
・
礫
混
り
粘
性
土
）
が
盛
土
と
同
じ
で
あ
る
こ
と
，
及
び
評
価
対
象
の
基
礎
地
盤
及
び
周
辺
斜
面
に
対
し
て
地
震
時
安
定
性
へ

の
影
響
が
軽
微
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
「
埋
戻
土
・
盛
土
」
の
値
を
流
用

＊
２
：
「
旧
表
土
」
は
，
２
号
機
南
側
盛
土
斜
面
の
み
に
使
用

＊
３
：
「
Ｍ
Ｍ
Ｒ
」
は
，
１
・
２
号
機
タ
ー
ビ
ン
建
物
直
下
の
み
に
使
用

＊
４
：
σ
は
直
応
力
(N
/m
m2
)
，
γ
は
せ
ん
断
ひ
ず
み

物
理

特
性

減
衰

特
性

密
度

ρ
s（

g/
c
m

3
）

せ
ん

断
強

度

τ
0
（
N

/
m

m
2
）

内
部

摩
擦

角
φ

（
°

）
残

留
強

度
＊

４

τ
（
N

/
m

m
2
）

静
弾

性
係

数
＊

４

E
（
N

/
m

m
2
）

静
ポ

ア
ソ

ン
比

ν
s

動
せ

ん
断

弾
性

係
数

＊
４

G
d（

N
/
m

m
2
）

動
ポ

ア
ソ

ン
比

ν
d

減
衰

定
数

＊
４

h

2
.2

8
0
.1

1
6

0
.1

1
+
σ

ta
n
6
°

14
1σ

0
.3

9
0
.3

0
G

o
＝

1
48

σ
0
.4

9
 (

N
/
m

m
2
)

G
/
G

o
＝

1
/(

1
+
γ

/
0
.0

0
0
62

)
0
.4

5

γ
≦

1
×

10
-
4
：
h
=
0.

0
2
3

γ
＞

1
×

10
-
4
：
h
=
0.

0
2
3

+
0
.0

7
1
･l

og
(γ

/
0
.0

0
0
1)

2
.2

3
0
.1

9
18

0
.1

9
+
σ

ta
n
1
8
°

G
0
.5
=4

4σ
0
.3

4
0
.4

0

G
o
=2

25
σ

0
.3

1
(N

/
m

m
2
)

G
/
G

o
=
1
/
[1

+
(γ

/
0
.0

0
1
49

)0
.8

4
9
]

0
.4

5
h
=
γ

/
(2

.1
4
γ

+
0
.0

1
7)

+
0
.0

3
1

2
.1

1
0
.2

2
22

0
.2

2
+
σ

ta
n
2
2
°

E
0
.5
=1

15
σ

0
.6

1
0
.4

0
G

o
=7

49
σ

0
.6

6
(N

/
m

m
2
)

G
/
G

o
=
1
/
(1

+
γ

/
0
.0

0
0
27

)
0
.4

5
h
=
0.

0
9
58

γ
/
(γ

+0
.0

0
02

0
)

2
.0

0
0
.0

3
21

0
.0

3
+
σ

ta
n
2
1
°

E
0
.5
=3

7σ
0
.7

9
0
.4

0
G

o
=2

40
σ

0
.6

1
(N

/
m

m
2
)

G
/
G

o
=
1
/
(1

+
γ

/
0
.0

0
1
1)

0
.4

5
h
=
0
.2

0
γ

/
(γ

+
0.

0
0
0
41

3
)

2
.3

5
－

－
－

2
3
,5

0
0

0
.2

0
9
,7

9
2

0
.2

0
0
.0

5

旧
表

土
＊

２

M
M

R
＊

３

強
度

特
性

静
的

変
形

特
性

動
的

変
形

特
性

埋
戻

土
，

盛
土

＊
１

D
級

岩
盤

シ
ー

ム



 

31 

 

2.4.6 地盤物性値のばらつき 

すべり安全率に対する地盤物性値のばらつきの影響については，強度特性が

支配的であるとされていることから，地盤物性のうち強度特性に関するばらつ

きについて考慮し，平均強度から 1σによる低減を実施した強度特性とする。 

 

2.4.7 地下水位の設定 

基礎地盤の安定性評価における地下水位は，地表面に設定する。 
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2.4.8 基礎地盤の常時応力解析 

常時応力解析は，施工順序を考慮し，図 2.4.8－1 に示すとおり，４ステ

ップに分けて解析を行う。 

常時応力解析時の境界条件は，底面を固定境界とし，自重による鉛直方向

の変形を拘束しないよう，側面をローラー境界とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.8－1 常時応力解析のステップ図 

 

 

  

ステップ 断面図

ステップ１
地盤の自重計算により
初期応力を計算

ステップ２
敷地造成工事による
切取に伴う岩盤の解放力及び
埋戻土の自重を反映

ステップ３
施設設置及び周辺埋戻しに
伴う荷重を反映

ステップ４
安全対策工事に伴う
掘削による岩盤の解放力を反映

底面固定

鉛直
ローラー自重

掘削解放

周辺埋戻し
施設

埋戻土自重

埋戻土自重

自重

掘削解放

設
置
変
更
許
可
時

今
回
評
価
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2.5 評価結果 

2.5.1 すべり安定性 

(1) ２号機原子炉建物（南北）（①－①’断面）の安定性評価 

a. すべり安全率 

２号機原子炉建物（南北）（①－①’断面）のすべり安全率評価結果を表

2.5.1－1～表 2.5.1－4 に示す。最小すべり安全率が評価基準値 1.5 を上回

っており，基礎地盤は，地震力によるすべりに対して十分な安全性を有し

ていることを確認した。 
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表 2.5.1－1 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（南北）） 

（地盤物性：平均強度） 

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

１

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋－）

2.20

〔8.55〕

基礎底面のすべり面（原子炉建物のみを通る切上がりを考慮しな
いすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋－）

2.18

〔8.55〕

基礎底面のすべり面（原子炉建物のみを通る切上がりを考慮しな
いすべり面）

２

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋＋）

2.65
〔8.93〕

基礎及びMMR底面のすべり面（原子炉建物及びタービン建物下
MMR底面を通るすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋＋）

2.64
〔8.93〕

基礎及びMMR底面のすべり面（原子炉建物及びタービン建物下
MMR底面を通るすべり面）

0 50m

掘削範囲

0 50m

0 50m

掘削範囲

0 50m

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化影響を考慮する範囲

【凡例】

：すべり面＊3
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表 2.5.1－2 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（南北）） 

（地盤物性：平均強度） 

 

  

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

３

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

3.43
〔7.53〕

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを通りタービン建
物下MMR左端へ抜けるすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

3.29
〔8.92〕

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを通りタービン建
物下MMR左端へ抜けるすべり面

４

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋＋）

2.12
〔8.56〕

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを通り建物影響範
囲地表面の左端へ抜けるすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋＋）

2.13
〔8.56〕

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを通り建物影響範
囲地表面の左端へ抜けるすべり面）

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化影響を考慮する範囲

【凡例】

：すべり面＊3

掘削範囲

0 50m

0 50m

掘削範囲

建物影響範囲 0 50m建物影響範囲

建物影響範囲 0 50m建物影響範囲

：コントロールポイント
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表 2.5.1－3 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（南北）） 

（地盤物性：平均強度） 

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

５

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

4.38
〔7.55〕

シーム沿いのすべり面（シーム右端からシームを通ってタービン
建物下MMR左端へ抜けるすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

4.30
〔7.55〕

シーム沿いのすべり面（シーム右端からシームを通ってタービン
建物下MMR左端へ抜けるすべり面）

６

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋－）

3.22
〔8.97〕

シーム沿いのすべり面（シーム右端からシームを通って建物影響
範囲左端へ抜けるすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋－）

3.20
〔8.97〕

シーム沿いのすべり面（シーム右端からシームを通って建物影響
範囲左端へ抜けるすべり面）

建物影響範囲 0 50m

掘削範囲

建物影響範囲 0 50m

建物影響範囲 0 50m

掘削範囲

建物影響範囲

建物影響範囲 0 50m建物影響範囲

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化影響を考慮する範囲

【凡例】

：すべり面＊3 ：コントロールポイント
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表 2.5.1－4 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（南北）） 

（地盤物性：ばらつきを考慮した強度） 

 

 

  

番号 すべり面形状
基準

地震動＊1

最小すべり
安全率＊2

すべり安全率
【ばらつきを考
慮した強度】

掘削後
（全応力解析）

４
Ｓｓ－Ｄ
（＋＋）

2.12
〔8.56〕

1.98
〔8.56〕

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを
通り建物影響範囲地表面の左端へ抜けるすべり
面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
４

Ｓｓ－Ｄ
（＋＋）

2.13
〔8.56〕

1.98
〔8.56〕

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを
通り建物影響範囲地表面の左端へ抜けるすべり
面）

掘削範囲

建物影響範囲 0 50m建物影響範囲

建物影響範囲 0 50m建物影響範囲

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化影響を考慮する範囲

【凡例】

：すべり面＊3 ：コントロールポイント
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b. 主応力図及び局所安全係数分布図

掘削後に最小すべり安全率となるすべり面番号４の局所安全係数分布図を

図 2.5.1－1 に，主応力図を図 2.5.1－2 に示す。 

図 2.5.1－1 に示す局所安全係数分布図を確認した結果，せん断強度に達

した要素は認められない。また，引張応力が発生した要素が原子炉建物直下

及び掘削箇所周辺に認められるが，当該すべり面は原子炉建物直下の引張応

力が発生した要素を通るすべり面となっている。 

掘削箇所周辺の引張応力が発生した要素については，図 2.5.1－2 の主応

力図に示すとおり，引張応力は最大で約 0.07N/mm2であり，当該箇所に分布

するＣＭ級～ＣＨ級の岩盤の引張強度 0.13N/mm2 を下回ることから，進行性破

壊が発生しないことを確認している。原子炉建物直下の引張応力が発生した

要素については，図 2.5.1－3 に示す設置変更許可時の掘削前の解析結果と

同様の分布となっており，静的非線形解析の結果，進行性破壊が発生しない

ことを確認していることから，掘削後においても進行性破壊が発生しないと

考えられる。 

また，図 2.5.1－2 に示す主応力図を確認した結果，原子炉建物直下で

は，直応力が引張となる角度は概ね 70°になり，これに沿うすべりは想定さ

れない。 

以上のことから，設定したすべり面は，既にすべり安全率の厳しいすべり

面となっていることを確認した。 

図 2.5.1－1 局所安全係数分布図（２号機原子炉建物（南北）（①－①’断面）） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t＝8.56） 
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図 2.5.1－2 主応力図（２号機原子炉建物（南北）（①－①’断面）） 

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋），t＝8.56） 

  

：引張

：圧縮

10 N/mm2

拡大（下図）

：すべり面＊

注記＊：破線は液状化影響を考慮する範囲

：引張

：圧縮

5 N/mm2

直応力が
引張となる範囲

70°

：すべり面＊

注記＊：破線は液状化影響を考慮する範囲

掘削箇所周辺の岩盤において，ＣＭ級～ＣＨ級の岩盤
の引張強度0.13N/mm2を下回ることを確認している。
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図 2.5.1－3 掘削前の静的非線形解析結果（２号機原子炉建物（南北）（①－①’断

面））（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋）  
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掘削前に比べて掘削後のすべり安全率が大きく上昇したすべり面番号３

について，図 2.5.1－4 及び図 2.5.1－5 のとおり，主応力図を掘削前後で

比較した。比較する際の地震動及び時刻は，掘削前後で最小安全率となる

地震動が異なることから，掘削前において最小安全率を示すＳｓ－Ｄ（－

＋），ｔ＝8.92 とした。 

比較検討の結果，掘削前後で応力状態は概ね同等であり，掘削による影

響が小さいことを確認した。 

また，すべり面上の応力状態に着目した結果，以下の掘削による微小な

応答変化により，掘削前よりすべり安全率が上昇したと考えられる。 

 

・原子炉建物直下の要素において，掘削前では発生していた引張応力が，

掘削後では消失している。 

・タービン建物隅角部において，掘削前にすべり面上の要素で発生してい

た引張応力が，掘削後では消失している。なお，これに伴い，最小安全

率となるすべり線の角度が，15 度から 25 度へ変わっている。 
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図 2.5.1－4 主応力図（２号機原子炉建物（南北）（①－①’断面）） 

（掘削後（全応力解析），Ｓｓ－Ｄ（－＋），ｔ＝8.92） 

図 2.5.1－5 主応力図（２号機原子炉建物（南北）（①－①’断面）） 

（掘削前（全応力解析），Ｓｓ－Ｄ（－＋），ｔ＝8.92） 

：すべり面＊

該当箇所

該当箇所

注記＊：破線は液状化影響を考慮する範囲

25°

コントロールポイント

すべり安全率：
3.46（平均）

該当箇所

該当箇所

：すべり面＊

注記＊：破線は液状化影響を考慮する範囲

15°

すべり安全率：
3.29（平均）

コントロールポイント
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(2) ２号機原子炉建物（東西）（②－②’断面）の安定性評価 

a. すべり安全率 

２号機原子炉建物（東西）（②－②’断面）のすべり安全率評価結果を表

2.5.1－5～表 2.5.1－8 に示す。最小すべり安全率が評価基準値 1.5 を上回

っており，基礎地盤は，地震力によるすべりに対して十分な安全性を有し

ていることを確認した。 
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表 2.5.1－5 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（東西）） 

（地盤物性：平均強度） 

 

 

 

  

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

１

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

5.16
〔7.52〕

基礎底面のすべり面（２号機原子炉建物のみを通る切上がりを考
慮しないすべり 面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

6.03
〔7.53〕

基礎底面のすべり面（２号機原子炉建物のみを通る切上がりを考
慮しないすべり 面）

２

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－－）

7.33
〔8.98〕

２号機原子炉建物左端からシームを通って２号機原子炉建物右
端に抜けるすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

7.40
〔7.40〕

２号機原子炉建物左端からシームを通って２号機原子炉建物右
端に抜けるすべり面

0 50m

掘削範囲（投影）

0 50m

掘削範囲（投影）

0 50m

0 50m

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化影響を考慮する範囲

【凡例】

：すべり面＊3 ：コントロールポイント
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表 2.5.1－6 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（東西）） 

（地盤物性：平均強度） 

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

３

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

4.22
〔7.39〕

２号機原子炉建物左端からシームを通って１号機械原子炉建物
右端に抜けるすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

4.15
〔7.39〕

２号機原子炉建物左端からシームを通って１号機械原子炉建物
右端に抜けるすべり面

４

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

2.50
〔7.39〕

左側斜面法尻からシームを通って右側斜面法尻に抜けるすべり
面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

2.57
〔7.39〕

左側斜面法尻からシームを通って右側斜面法尻に抜けるすべり
面

掘削範囲（投影）

0 50m

0 50m

0 50m

掘削範囲（投影）

0 50m

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化影響を考慮する範囲

【凡例】

：すべり面＊3 ：コントロールポイント
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表 2.5.1－7 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（東西）） 

（地盤物性：平均強度） 

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

５

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

5.42
〔7.42〕

２号機原子炉建物左端からシームを通って１号機原子炉建物右
端に抜けるすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

5.36
〔7.42〕

２号機原子炉建物左端からシームを通って１号機原子炉建物右
端に抜けるすべり面

６

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

2.59
〔7.39〕

左側斜面法尻からシームを通って右側の盛土に抜けるすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

2.67
〔7.39〕

左側斜面法尻からシームを通って右側の盛土に抜けるすべり面

0 50m

掘削範囲（投影）

0 50m

掘削範囲（投影）

0 50m

0 50m

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化影響を考慮する範囲

【凡例】

：すべり面＊3 ：コントロールポイント
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表 2.5.1－8 すべり安全率評価結果（２号機原子炉建物（東西）） 

（地盤物性：ばらつきを考慮した強度） 

番号 すべり面形状
基準

地震動＊1

最小すべり
安全率＊2

すべり安全率
【ばらつきを考
慮した強度】

掘削後
（全応力解析）

４
Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

2.50
〔7.39〕

2.36
〔7.39〕

左側斜面法尻からシームを通って右側斜面法尻
に抜けるすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
４

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

2.57
〔7.39〕

2.43
〔7.39〕

左側斜面法尻からシームを通って右側斜面法尻
に抜けるすべり面

掘削範囲（投影）

0 50m

0 50m

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

【凡例】

：すべり面 ：コントロールポイント
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b. 主応力図及び局所安全係数分布図 

掘削後に最小すべり安全率となるすべり面番号４の局所安全係数分布図を

図 2.5.1－6 に，主応力図を図 2.5.1－7 に示す。 

図 2.5.1－6 に示す局所安全係数分布図を確認した結果，せん断強度に達

した要素は認められない。また，引張応力が発生した要素が掘削箇所周辺に

認められるが，当該すべり面は引張応力が発生した要素を通るすべり面とな

っている。 

掘削箇所周辺の引張応力が発生した要素のうち，引張応力が当該箇所に分

布するＣＭ級～ＣＨ級の岩盤の引張強度 0.13N/mm2 に達した要素を図 2.5.1－7

に示す。引張強度に達した要素は局所的であること，これらの要素を通過す

るすべり面のすべり安全率は 33.79 と十分に大きいことから，進行性破壊は

発生しないと考えられる。原子炉建物直下においては，引張応力が発生した

要素は局所的であることから，進行性破壊は発生しないと考えられる。 

また，図 2.5.1－7 に示す主応力図を確認した結果，原子炉建物直下で

は，直応力が引張となる角度は概ね 60°になり，これに沿うすべりは想定さ

れない。 

以上のことから，設定したすべり面は，既にすべり安全率の厳しいすべり

面となっていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.1－6 局所安全係数分布図（２号機原子炉建物（東西）（②－②’断面）） 

（Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.39）  
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図 2.5.1－7 主応力図（２号機原子炉建物（東西）（②－②’断面）） 

（Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.39） 

２号機
原子炉建物

２号機
廃棄物処理建物

１号機
原子炉建物

：すべり面

拡大（下図）

：すべり面

：引張強度（0.13N/mm2）に達した要素

5

直応力が
引張となる範囲

60°

すべり安全率
：2.50（平均）

すべり安全率
：33.79（平均）



50 

2.5.2 基礎地盤の支持力 

基礎地盤の支持力評価結果を表 2.5.2－1 に示す。地震時最大接地圧が評

価基準値 9.8 N/mm2 を下回っており，基礎地盤は十分な支持力を有している

ことを確認した。 

表 2.5.2－1 基礎地盤の支持力評価結果 

対象施設 

掘削後 

（全応力解析） 

掘削前 

（設置変更許可時，全応力解析） 

評価基準値 

(N/mm2) 

基準 

地震動＊ 

地震時最大接地圧 

(N/mm2) 

[発生時刻(秒)] 

基準 

地震動＊ 

地震時最大接地圧 

(N/mm2) 

[発生時刻(秒)] 9.8 以上 

２号機原子炉

建物 

Ｓｓ－Ｎ１ 

(－＋) 

3.25 

[7.51] 

Ｓｓ－Ｄ 

(－－) 

2.19 

[14.58] 

注記＊：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）は

水平反転かつ鉛直反転を示す。 

2.5.3 基礎底面の傾斜 

基礎底面の傾斜評価結果を表 2.5.3－1 に示す。最大傾斜が評価基準値の

目安を下回っており，基礎地盤が施設の安全機能を損なうおそれがない地盤

であることを確認した。 

表 2.5.3－1 基礎底面の傾斜評価結果 

評価 

対象断面 

掘削後 

（全応力解析） 

掘削前 

（設置変更許可時，全応力解析） 

評価基準

値の目安 基準 

地震動＊ 

最大鉛直 

相対変位 

(cm) 

[発生時刻

(秒)] 

最大傾斜 
基準 

地震動＊ 

最大鉛直 

相対変位 

(cm) 

[発生時刻

(秒)] 

最大傾斜 

２号機原子炉

建物（南北） 

（①－①’断

面）

Ｓｓ－Ｄ 

(－＋) 

0.32 

[8.60] 
1/22000 

Ｓｓ－Ｄ 

(－＋) 

0.31 

[8.60] 
1/22000 1/2000 

注記＊：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）は

水平反かつ鉛直反転を示す。 
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3. 周辺斜面の安定性評価

3.1 評価フロー 

周辺斜面の地震時の安定性評価のフローを図 3.1－1 に示す。 

本章では，設置変更許可時に選定した評価対象斜面に関して，安全対策工事に

伴う掘削を踏まえた耐震重要施設等の周辺斜面のすべり安定性評価を実施する。 

図 3.1－1 周辺斜面の評価フロー（全体概要） 

耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面
（グループA～C）

Ｎo斜面崩壊を防止する対策工を実施

・耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の中で斜面高さ，すべり方向等を考慮して検討断面を設定する

・各グループにおいて，斜面安定性の影響要因について比較し，以下の観点から影響要因の番号を付与する

①構成する岩級 ：低位岩級（CL，D級）が分布する斜面に番号を付与する
②斜面高さ ：最も高い斜面に番号を付与する
③斜面の勾配 ：最急勾配の斜面に番号を付与する
④シームの分布 ：シームが分布する斜面に番号を付与する

・評価対象斜面を選定するため，簡便法によるすべり安全率を算定する

Yes

No

地震により斜面が崩壊しないため，
耐震重要施設等に影響しない

・評価対象斜面について，対策工等の検討を行う
・対策工等を反映後，再度，全斜面を対象に，評

価対象斜面の選定を行う

評価対象斜面*2に選定する

すべり安全率1.2を上回る

No

グループ内で
影響要因の番号付与数が最多*1

または 簡便法のすべり安全率が最小

地震による斜面安定性評価は
グループ内の評価対象斜面に代表させる

Yes

Yes

No

評価対象斜面に対し，２次元動的ＦＥＭ解析を実施

注記＊1：影響要因の番号付与数が最多の検討断面が複数
存在する場合，簡便法のすべり安全率が最小とな
る断面を評価対象斜面に選定する。

注記＊2：耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面につ
いては，斜面毎に，最もすべり安定性の厳しいと考
えられる断面を検討断面に設定し，比較検討を行っ
ていることから，評価対象斜面の選定と同時に評価
対象断面の選定を行っている。

安全対策工事に伴う掘削を評価対象斜面に
保守的に反映し，すべり安定性評価を実施する

3.3～3.5 掘削反映後のすべり安定性評価
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3.2 設置変更許可時における周辺斜面の評価対象斜面の選定に係る概要 

3.1 章のとおり，設置変更許可時の評価対象斜面に保守的に掘削形状を反映す

ることから，設置変更許可時における周辺斜面の評価対象斜面の選定に係る概要

を以下に示す。 

3.2.1 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の網羅的な抽出 

設置変更許可時における耐震重要施設等周辺斜面の安定性評価において

は，図 3.2.1－1 に示すとおり，耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設

と周辺斜面の離隔距離に基づき，耐震重要施設等に影響するおそれのある斜

面を網羅的に抽出し，評価を実施した。 

 

 

図 3.2.1－1 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の抽出結果 

すべり方向が耐震重要
施設等に向かない

すべり方向が耐震重要施
設等に向かない

離隔距離が
確保できている

すべり方向が耐震重要施
設等に向かない

すべり方向が耐震重要
施設等に向かない

離隔距離が
確保できている

0 200m

離隔距離が
確保できている

離隔距離が
確保できている

【 凡例 】

：耐震重要施設

：常設重大事故等対処施設

：耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設

：耐震重要施設等に影響するおそれがある周辺斜面

：自然斜面 ：切取斜面 ：盛土斜面

：すべり方向

〔 離隔距離 〕

：斜面法尻から50m（全斜面）

：斜面高さ×1.4倍（自然斜面，切取斜面）

：斜面高さ×2.0倍（盛土斜面）

Ｎ 
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3.2.2 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の分類 

周辺斜面の安定性評価を実施する評価対象斜面は，耐震重要施設等に影響

するおそれのある斜面について，地盤の種類（岩盤斜面，盛土斜面）及び法

尻標高により３つのグループに分類した。評価対象斜面の分類結果を図

3.2.2－1 に示す。 

図 3.2.2－1 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の分類結果 

【凡例】

：耐震重要施設，常設重大事故等対処施設

：グループA（岩盤斜面，斜面法尻EL 15m以下）

：グループB（盛土斜面，斜面法尻EL 15m以下）

グループＡと地盤の種類が異なるため，グループＢに区分した。

：グループC（岩盤斜面，斜面法尻EL 44～50m）

グループＡに比べて高台に位置する斜面であり，地質や地震増

幅特性が異なることから，グループＣに区分した。

：すべり方向0 200m
平面位置図

グループ分類 ①斜面種類 ②法尻標高

グループＡ 岩盤斜面 EL 15m盤以下

グループＢ 盛土斜面 EL 15m盤以下

グループＣ 岩盤斜面 EL 44～50m盤

Ｎ



54 

3.2.3 評価対象斜面の選定 

評価対象斜面の選定にあたっては，図 3.2.3－1 に示す評価フローに基づ

き，斜面安定性の影響要因である斜面を構成する岩級，斜面高さ，斜面勾配

及びシームの分布の有無並びに簡便法のすべり安全率を評価項目として各グ

ループにおいて比較検討し，安定性評価が厳しくなると考えられる斜面を評

価対象斜面に選定した。 

評価対象斜面の選定にあたっては，斜面高さが最も高くなり，最急勾配方

向となるすべり方向に検討断面を設定した。自然斜面については，斜面高さ

及び勾配に加え，風化帯が最も厚くなる尾根部を通るように検討断面を設定

した。 

安全対策工事に伴う掘削箇所は，２号機原子炉建物周辺の EL 15m 盤にあ

ることから，以降では掘削の影響が考えられるグループＡ及びグループＢの

評価について示す。 

 

 

 

 

 

図 3.2.3－1 耐震重要施設等周辺斜面の評価フロー 

耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面
（グループA～C）

Ｎo斜面崩壊を防止する対策工を実施

・耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の中で斜面高さ，すべり方向等を考慮して検討断面を設定する

・各グループにおいて，斜面安定性の影響要因について比較し，以下の観点から影響要因の番号を付与する

①構成する岩級 ：低位岩級（CL，D級）が分布する斜面に番号を付与する
②斜面高さ ：最も高い斜面に番号を付与する
③斜面の勾配 ：最急勾配の斜面に番号を付与する
④シームの分布 ：シームが分布する斜面に番号を付与する

・評価対象斜面を選定するため，簡便法によるすべり安全率を算定する

Yes

No
②-②’，

③-③’断面

①-①’， ②-②’ ， ③-③’，
⑥-⑥’，⑦-⑦’断面

地震により斜面が崩壊しないため，
耐震重要施設等に影響しない

・評価対象斜面について，対策工等の検討を行う
・対策工等を反映後，再度，全斜面を対象に，評

価対象斜面の選定を行う

評価対象斜面※2に選定する

すべり安全率1.2を上回る

No

グループ内で
影響要因の番号付与数が最多※１

または 簡便法のすべり安全率が最小

地震による斜面安定性評価は
グループ内の評価対象斜面に代表させる

Yes

Yes

No

④-④’， ⑤-⑤’，
⑧-⑧’断面

なし

評価対象斜面に対し，２次元動的FEM解析を実施

※１ 影響要因の番号付与数が最多の検討断面が複数存
在する場合，簡便法のすべり安全率が最小となる断
面を評価対象斜面に選定する

※２ 耐震重要施設等に影響するおそれの
ある斜面については，斜面毎に，最も
すべり安定性の厳しいと考えらえる断
面を検討断面に設定し，比較検討を
行っていることから，評価対象斜面の
選定と同時に評価対象断面の選定を
行っている。

【簡便法によるすべり安全率】
・JEAG4601-2015を参考に静的震度「KH=0.3，
KV=0.15」を用いた簡便法により，すべり安全
率を算定する。

影響要因 内容

【影響要因 ①】
斜面を構成する

岩級

CL級，D級の低位岩級は，
CH級，CM級の高位岩級に比
べてせん断強度が低い。

【影響要因 ②】
斜面高さ

斜面高さが高いほど土塊が
大きくなるため，起動力が大
きくなる。

【影響要因 ③】
斜面勾配

斜面勾配が急なほどすべり
方向に対する土塊重量の分
力が大きくなり，起動力が大
きくなる。

【影響要因 ④】
シームの分布の

有無

シームは岩盤に比べてせん
断強度が低く，すべり面の
せん断抵抗力が小さくなる。

注１

注２
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グループＡの斜面は，斜面高さが高くなり，最急勾配方向となるすべり方

向に①－①’，④－④’，⑤－⑤’の３断面を検討断面に設定し，この中か

ら評価対象斜面を選定した。表 3.2.3－1 に示す影響要因等の比較を行った

結果，２号機南側切取斜面（①－①’断面）を評価対象斜面に選定した。 

２号機西側切取斜面（②－②’断面）は，敷地造成工事に伴って頂部の切

取を行ったことから，対策工の効果を確認するため，斜面高さが最も高くな

り，最急勾配方向となるすべり方向に②－②断面を設定し，評価対象斜面に

選定した。 

また，防波壁（西端部）周辺斜面（③－③’断面）は，調査の結果，礫質

土・粘性土が確認されたため岩盤まで撤去することとしたことから，対策工

の効果を確認するため，評価対象斜面に選定した。当該斜面は，撤去範囲よ

り上方に自然斜面が残ることから，風化帯が最も厚くなる尾根部を通り，斜

面高さが最も高くなり，勾配が急となるすべり方向の③－③’断面を検討断

面に選定した。 

各断面の地質断面図を図 3.2.3－2 に示す。 

 

表 3.2.3－1 評価対象斜面の選定結果（グループＡ） 

 

 

 

 

 

 

 

  

耐震重要施設等に影響するお
それのある斜面

グループＡ
（EL 15m以下）

影響要因

該当する
影響要因

簡便法の
最小すべり

安全率
選定理由①

構成する岩級
②

斜面高さ
③

斜面の勾配
④

シームの
分布の有無

２号機南側切取斜面
（①－①’断面）

CH，CM，CL級 94m 1：1.5 あり ①，②，④ 2.41
・CL級岩盤が分布すること，斜面高さが最も高いこと，

シームが分布すること，及び簡便法のすべり安全率
が低いことから，評価対象斜面に選定する。

防波壁（東端部）周辺斜面
（④－④’断面）

CH，CM，CL，D級 60m
1：2.8

（一部，1：0.7の
急勾配部あり）

なし ① 2.82

・⑤－⑤’断面に比べ，斜面高さが高いため，⑤－⑤’
断面に代表させず，①－①’断面との比較を行う。

・①－①’断面に比べ，表層にD級岩盤が分布するが，
斜面高さが低いこと，平均勾配が緩いこと，シームが
分布しないこと，及び簡便法のすべり安全率が大き
いことから，①－①’断面の評価に代表させる。

防波壁（東端部）周辺斜面
（⑤－⑤’断面）

CH，CM，Ｄ級 25m 1：1.2 なし ① 3.93

・①－①’断面に比べ，表層にD級岩盤が厚く分布し，
平均勾配が急であるが，斜面高さが低いこと，シー
ムが分布しないこと，及び簡便法の最小すべり安全
率が大きいことから，①－①’断面の評価に代表させ
る。

評価対象斜面に選定

：番号を付与する影響要因 ：影響要因の番号付与が多い（簡便法のすべり安全率が小さい） ：選定した評価対象斜面
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図 3.2.3－2 グループＡの地質断面図 

防波壁（西端部）周辺斜面（③－③’断面，岩級・シーム）

注記＊：礫質土・粘性土の切取を反映済

EL (m)
100.0

50.0

0.0

-50.0

③’
→

③
←

防波壁

斜面高さ
76m

２号炉放水路（投影）

0 50m

50.0

0.0

サイトバンカ
建物

斜面高さ
25m

⑤（陸側）
←

簡便法の最小すべり安全率：3.93

⑤’（海側）
→

（陸側すべり）

（折れ点）

１号機放水連絡通路（投影）

0 50m

EL (m)

防波壁（東端部）周辺斜面（⑤－⑤’断面，岩級・シーム）

斜面高さ
94m

100.0

50.0

0.0

-50.0

１号機
原子炉建物

0 50m

①’
→

①
←

EL (m)

簡便法のすべり安全率：2.41

２号機南側切取斜面（①－①’断面，岩級・シーム）

簡便法の最小すべり安全率：2.82

斜面高さ
60m

EL (m)
100.0

50.0

0.0

-50.0

④’
→

④
←

１号炉放水路

0 50m

防波壁（東端部）周辺斜面（④－④’断面，岩級・シーム）

２号炉西側切取斜面（②－②’断面，岩級・シーム）
注記＊：斜面頂部を対策工により切取済み

斜面高さ
55m

→ ②’② ←

0 50m

150.0

100.0

50.0

0.0

-50.0

EL （m）

凡 例

埋戻土，盛土

Ｄ級

ＣＬ級

ＣＭ級

ＣＨ級

シーム

岩級境界線

凡 例

埋戻土，盛土

Ｄ級

ＣＬ級

ＣＭ級

ＣＨ級

シーム

岩級境界線

EL 50m

EL 44m

EL 15m以下

EL 15m以下

③

③’

② ②’
①

①’

④

⑤

④’

⑤’

0 200m

【凡例】

：耐震重要施設，常設重大事故等対処施設

：岩盤斜面（グループA，法尻標高EL 15m以下）

：斜面の断面位置

：すべり方向

断面位置図

Ｎ
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グループＢの斜面は，図 3.2.3－3 に示すとおり，法尻標高 EL 15m 以下の

盛土斜面が２号機南側盛土斜面の 1 箇所のみであることから，当該斜面にお

いて，盛土厚が最大となり，最急勾配方向となるすべり方向に⑥－⑥’断面

を設定し，評価対象斜面に選定した。 

図 3.2.3－3 グループＢの地質断面図 

【凡例】

：耐震重要施設，常設重大事故等対処施設

：盛土斜面（グループB，法尻標高EL 15m以下）

：斜面の断面位置

：すべり方向

EL 50m

EL 44m

EL 15m以下

EL 15m以下

0 200m

⑥

⑥’

断面位置図

Ｎ

２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面，岩級・シーム）

100.0

斜面高さ
29m

盛土厚100m

50.0

0.0

-50.0

EL (m)

0 50m

⑥’
→

⑥
←

凡 例

埋戻土，盛土

Ｄ級

ＣＬ級

ＣＭ級

ＣＨ級

シーム

岩級境界線

凡 例

埋戻土，盛土

Ｄ級

ＣＬ級

ＣＭ級

ＣＨ級

シーム

岩級境界線
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評価対象斜面の選定結果及び断面位置を図 3.2.3－4 に示す。 

図 3.2.3－4 評価対象斜面の選定結果及び断面位置 

0 200m

【凡例】

：耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設

：評価対象斜面（グループA）

：評価対象斜面（グループB）

：評価対象斜面（グループC）

：評価対象断面位置

②’
②

①

①’

⑥

⑥’

⑦

⑦’

③

③’

Ｎ
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3.3 評価対象斜面への掘削箇所の反映 

3.3.1 評価フロー（詳細） 

安全対策工事に伴う掘削を踏まえた周辺斜面の安定性評価は，図 3.3.1－1

に示すフローに基づき行う。 

図 3.3.1－1 周辺斜面の安定性評価における掘削を踏まえた検討フロー図 

耐震重要施設等の周辺斜面（掘削後）の安定性評価
START

２次元動的ＦＥＭ解析を実施し，すべり安全率を算定
岩盤斜面：全応力解析

盛土斜面：有効応力解析（液状化を考慮）

No

・斜面に対し，対策工の検討を行う
・対策工を反映後，再度，掘削によりすべり安定性の低下が懸念さ

れる斜面を対象に，掘削状況を踏まえたすべり安定性評価を行う

すべり安全率が1.2を上回る

・設置変更許可時点の周辺斜面の評価対象斜面のうち，掘削によりすべり安定性の低下が
懸念される斜面を抽出し，斜面の法尻に位置する掘削箇所を，掘削幅，深さ等の観点から
保守的に投影する

・盛土掘削箇所周辺について，追加対策（改良地盤，埋戻コンクリート）を実施し，安定性評
価に考慮する

影響要因の付与番号が最多または
簡便法のすべり安全率が最小

Yes

地震による斜面の安定性
評価は分類した内の評価
対象斜面に代表させる

斜面安定性の影響要因について比較し，以下の観点から影響要因の番号を付与するととも
に，簡便法によるすべり安全率を算定する

①構成する岩級 ：低位岩級（CL，D級）が分布する斜面に番号を付与する
②斜面高さ ：最も高い斜面に番号を付与する
③斜面の勾配：最急勾配の斜面に番号を付与する
④シームの分布：シームが分布する斜面に番号を付与する

No

岩盤斜面もしくは盛土斜面の評価対象斜面が複数ある
No

Yes

地震により斜面が崩壊しない
ため，耐震重要施設等に影響

しない

②－②’断面
①－①’断面
⑥－⑥’断面

なし

Yes

3.3.2章及び3.3.3章

①－①’断面
②－②’断面

⑥－⑥’断面

3.3.4章

3.4章及び3.5章
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3.3.2 掘削によるすべり安定性の低下が懸念される評価対象斜面の抽出 

3.2 章で記載した耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面と掘削箇所

の位置図を図 3.3.2－1 に，耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の

検討断面及び掘削箇所の位置図を図 3.3.2－2 に示す。 

表 3.3.2－1 のとおり，掘削によるすべり安定性の低下が懸念される斜面

は，岩盤斜面では，２号機南側切取斜面（①－①’断面）及び２号機西側切

取斜面（②－②’断面），盛土斜面では，２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断

面）である。 

これらの掘削によるすべり安定性の低下が懸念される斜面に対し，掘削

幅，深さ等の観点から保守的に掘削箇所を投影し，すべり安定性評価を実施

する。 

図 3.3.2－1 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面と掘削箇所の位置図 
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図 3.3.2－2 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の検討断面及び 

掘削箇所の位置図 

表 3.3.2－1 評価対象斜面及び掘削によるすべり安定性の低下が懸念される斜面 
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3.3.3 掘削形状の投影 

(1) 岩盤斜面

掘削によるすべり安定性の低下が懸念される岩盤斜面は，２号機南側切取

斜面（①－①’断面）及び２号機西側切取斜面（②－②’断面）である。こ

れらの断面には掘削箇所が重ならないが，以下のとおり，保守的に掘削箇所

を投影する。 

・２号機南側切取斜面（①－①’断面）は，掘削箇所を通過しない断面で

あるが，保守的に最も近い掘削箇所を断面に投影することとする。投影

する幅は，保守的に当該掘削箇所において最も広い 16.9m を投影する。

投影する掘削深さは詳細設計時の掘削深さ（EL 2.12m～EL 5.8m）より

も保守的である当初設計時の掘削深さ（EL 0.1m～EL 5.0m）を投影す

る。

また，①－①’断面は，投影する掘削箇所背面よりも斜面高さの高い

断面であるため，斜面高さの観点からも保守的である。 

・２号機西側切取斜面（②－②’断面）は，掘削箇所を通過しない断面で

あるが，保守的に最も近い掘削箇所を断面に投影することとする。投影

する幅は，保守的に当該掘削箇所において最も広い 63m を投影する。投

影する掘削深さは EL-8.62m～EL-1.97m を投影する。

また，②－②’断面は，投影する掘削箇所背面よりも斜面高さの高い 

断面であるため，斜面高さの観点からも保守的である。 

図 3.3.3－1 評価対象斜面位置図（岩盤斜面） 
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図 3.3.3－2 評価対象斜面図（掘削箇所投影） 

  

２号機西側切取斜面（②－②’断面，岩級・シーム）

斜面高さ
55m

0 50m

150.0

100.0

50.0

0.0

-50.0

EL（m）

②
←

②’
→

掘削範囲（投影）

EL-8.62m EL-1.97m

２号機南側切取斜面（①－①’断面，岩級・シーム）

150.0

100.0

50.0

0.0

-50.0

１号機
原子炉建物

EL（m）

0 50m

①
←

①’
→

掘削範囲（投影）

EL 0.1m

EL 5.0m

凡 例

：Ｄ級

：ＣＬ級

：ＣＭ級

：ＣＨ級

：シーム

：岩級境界線

凡 例

：Ｄ級

：ＣＬ級

：ＣＭ級

：ＣＨ級

：シーム

：岩級境界線
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(2) 盛土斜面

掘削によるすべり安全率の低下が懸念される盛土斜面は，２号機南側盛土

斜面（⑥－⑥’断面）である。この断面は掘削箇所を通過する断面である

が，以下のとおり，保守的に掘削箇所を投影する。 

・２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）は，掘削箇所を通過する断面であ

り，幅 20.5m を投影する。投影する掘削深さは,保守的に最も掘削深さ

が深い位置の EL-8.62m を投影する。

図 3.3.3－3 評価対象斜面位置図（盛土斜面） 

 

図 3.3.3－4 評価対象斜面図（掘削箇所投影） 

凡 例

：埋戻コンクリート

：改良地盤土

：アクセスルート

：埋戻コンクリート

：改良地盤⑦

：埋戻土，盛土

：Ｄ級

：ＣＬ級

：ＣＭ級

：ＣＨ級

：シーム

：岩級境界線

：旧表土
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0 50m
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⑥
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盛土厚100m

EL (m)

100.0

２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面，岩級・シーム）

掘削範囲（投影）掘削範囲

EL -8.62m

凡 例

：埋戻コンクリート

：改良地盤土

：アクセスルート

：埋戻コンクリート

：改良地盤⑦

：埋戻土，盛土

：Ｄ級

：ＣＬ級

：ＣＭ級

：ＣＨ級

：シーム

：岩級境界線

：旧表土

T.P.(m)

50.0

0.0

-50.0

0 50m

⑥’
→

⑥
←

EL 8.5m
EL 15.0m

斜面高さ
29m

盛土厚100m

EL (m)

100.0

２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面，岩級・シーム）

掘削範囲（投影）掘削範囲

EL -8.62m

凡 例

：埋戻コンクリート

：改良地盤土

：アクセスルート

：埋戻コンクリート

：改良地盤⑦

：埋戻土，盛土

：Ｄ級

：ＣＬ級

：ＣＭ級

：ＣＨ級

：シーム

：岩級境界線

：旧表土

T.P.(m)

50.0

0.0

-50.0

0 50m

⑥’
→

⑥
←

EL 8.5m
EL 15.0m

斜面高さ
29m

盛土厚100m

EL (m)

100.0

２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面，岩級・シーム）

掘削範囲（投影）掘削範囲

EL -8.62m
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3.3.4 評価対象斜面の比較 

評価対象斜面のうち，岩盤斜面は，２号機南側切取斜面①－①’断面）及

び２号機西側切取斜面（②－②’断面）の２つであることから，これらを対

象に，設置変更許可時と同様の考えに基づき，すべり安定性への影響要因及

び簡便法のすべり安全率を比較し，より保守的な評価対象斜面に対し，安定

性評価を実施する。 

簡便法は，「3.4.3(1) すべり安定性評価」に記載のとおり実施し，網羅

的にすべり面を探索してすべり安全率を算定する。 

影響要因及び簡便法によるすべり安全率を比較検討した結果，表 3.3.4－1

及び図 3.3.4－1 のとおり，２号機南側切取斜面（①－①’断面）に代表さ

せ，岩盤斜面における掘削を踏まえた安定性評価を実施する。 

 

表 3.3.4－1 評価対象斜面（岩盤斜面）の選定結果 

 

 

 

 

 

 

 

  

耐震重要施設等に影響する
おそれのある斜面

影響要因

該当する
影響要因

簡便法の
最小すべり

安全率
選定理由①

構成する岩級
②

斜面高さ
③

斜面の勾配
④

シームの
分布の有無

２号機南側切取斜面
（①－①’断面）

CH，CM，CL級 94m 1：1.5 あり ①，②，④ 2.41
・CL級の岩盤が分布すること，斜面高さが

最も高いこと及びシームが分布する。

２号機西側切取斜面
（②－②’断面）

CH，CM 55m 1：1.2 あり ③，④ 3.44

・①－①’断面に比べ，平均勾配が急であ
るが，CL級の岩盤が分布しないこと，及
び斜面高さが低いことから，①－①’断
面の評価に代表させる。
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図 3.3.4－1 岩盤斜面における評価対象斜面のすべり面 

及び簡便法の最小すべり安全率 

斜面高さ
94m

２号機南側切取斜面（①－①’断面，岩級・シーム）

150.0
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EL（m）

0 50m

①
←
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→

簡便法の最小すべり安全率：2.41
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２号機南側切取斜面（①－①’断面，岩級・シーム）
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１号機
原子炉建物

EL（m）

0 50m

①
←

①’
→

簡便法の最小すべり安全率：2.71

２号機西側切取斜面（②－②’断面，岩級・シーム）

斜面高さ
55m

0 50m

150.0

100.0

50.0

0.0

-50.0

EL（m）

②
←

②’
→簡便法の最小すべり安全率：3.44

２号機西側切取斜面（②－②’断面，岩級・シーム）

斜面高さ
55m

0 50m

150.0

100.0

50.0

0.0

-50.0

EL（m）

②
←

②’
→

簡便法の最小すべり安全率：4.42

凡 例

シーム

岩級境界線土

：Ｄ級

：ＣＬ級

：ＣＭ級

：ＣＨ級

：シーム

：岩級境界線

凡 例

シーム

岩級境界線土

：Ｄ級

：ＣＬ級

：ＣＭ級

：ＣＨ級

：シーム

：岩級境界線
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3.4 解析方法 

3.4.1 岩盤斜面の安定性評価 

(1) 評価方針 

岩盤斜面として選定した評価対象斜面である２号機南側切取斜面（①－

①’断面）について，２次元動的ＦＥＭ解析（全応力解析）を実施し，すべ

り安定性評価を実施する。 

 

(2) 地震応答解析手法 

２次元動的ＦＥＭ解析（全応力解析）には，解析コード「ＡＤＶＡＮＦ Ｖ

ｅｒ.4.0」を使用する。 

解析手法は，「2.4.2 地震応答解析手法」と同様とする。 

 

(3) 入力地震動の策定 

入力地震動は，「3.5 評価結果」に示す掘削前のすべり安定性評価結果

から，すべり安全率が厳しくなると想定されるＳｓ－Ｄ及びＳｓ－Ｎ１と

し，水平地震動及び鉛直地震動の位相反転を考慮する。 

 

(4) 解析モデルの設定  

設置変更許可時における地盤安定性評価と同様，地盤は平面ひずみ要素

で，シームはジョイント要素でモデル化する。 

岩盤斜面の安定性評価における解析モデルを図 3.4.1－1 に示す。 
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(5) 解析用物性値 

解析用物性値は，「2.4.5 解析用物性値の設定」に基づき設定する。 

 

(6) 地盤物性値のばらつき 

すべり安全率に対する地盤物性値のばらつきの影響については，強度特性

が支配的であるとされていることから，地盤物性のうち強度特性に関するば

らつきについて考慮し，平均強度から 1σによる低減を実施した強度特性と

する。 

 

(7) 地下水位の設定 

岩盤斜面の地下水位については，保守的に地表面に設定する。 

 

(8) 岩盤斜面の常時応力解析 

常時応力解析は，施工順序を考慮し，図 3.4.1－2 に示すとおり，４ステ

ップに分けて解析を行う。 

常時応力解析時の境界条件は，底面を固定境界とし，自重による鉛直方向

の変形を拘束しないよう，側面をローラー境界とする。 
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図 3.4.1－2 常時応力解析のステップ図 

ステップ 断面図

ステップ１
地盤の自重計算により
初期応力を計算

ステップ２
敷地造成工事による
切取に伴う岩盤の解放力を反映

ステップ３
施設設置及び周辺埋戻しに
伴う荷重を反映

ステップ４
安全対策工事に伴う
掘削による岩盤の解放力を反映

底面固定

鉛直
ローラー

自重

掘削解放

周辺埋戻し

施設

自重

掘削解放
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3.4.2 盛土斜面の安定性評価 

(1) 評価方針 

盛土斜面として選定した評価対象斜面である２号機南側盛土斜面（⑥－

⑥’断面）について，２次元動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）を実施し，液

状化影響を考慮したすべり安定性評価を実施する。 

２号機南側盛土斜面の法尻における掘削箇所付近には，安定性向上を目的

とした追加対策工（改良地盤）を新設することとし，安定性評価に考慮する

こととする。 

新設する改良地盤は，Ⅳ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」のうち，

改良地盤⑦と同じ工法及び仕様（高圧噴射撹拌工法，改良強度 qu=2500kN/m2）

とする。 

 

(2) 地震応答解析手法 

２次元動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）には，解析コード「ＦＬＩＰ」を

使用する。 

解析手法は，設置変更許可時と同様とする。 

 

(3) 入力地震動の策定 

入力地震動は，「3.5 評価結果」に示す掘削前のすべり安定性評価結果

から，すべり安全率が厳しくなると想定されるＳｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｎ１及びＳ

ｓ－Ｎ２とし，水平地震動及び鉛直地震動の位相反転を考慮する。 

 

(4) 解析モデルの設定  

解析モデルは，設置変更許可時と同様に設定する。 

盛土斜面の安定性評価における解析モデルを図 3.4.2－1 に示す。 
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(5) 解析用物性値 

解析用物性値の一覧を表 3.4.2－1 及び表 3.4.2－2 に示す。 

埋戻土を除く土質材料及び岩盤の解析用物性値は，Ⅳ-2-1-3「地盤の支持

性能に係る基本方針」に基づき，全応力解析（等価線形解析）の物性値

（「2.4.5 解析用物性値の設定」参照）と同値に設定する。 

 

表 3.4.2－1 解析用物性値（有効応力解析） 

（液状化検討対象層） 

 

  
埋戻土

密度　　　　　　　　ρ（g／cm
3
）

2.11
【2.00】

間隙率　　　　　　　n 0.45

動せん断弾性係数　　Ｇma　（kN／m2） 154,600

基準平均有効拘束圧　σma'　（kN／m
2
） 98

ポアソン比　　　　　ν 0.33

減衰定数の上限値　　h max 0.095

粘着力　　　　　　　c' （kN／m2） 0

内部摩擦角　　　　　φ'　（°） 40.17

変相角　　　　　　　φp　（°） 28

S1 0.005

w1 4.080

P1 0.5

P2 0.990

C1 2.006

液
状
化

特
性

液状化パラメータ

物
理
特

性

変
形
特

性

強
度
特

性

注：括弧内【】の数字は地下水位以浅の数値を示す。
　　動せん断弾性係数，内部摩擦角及び液状化パラメータは代表的な数値を示す。
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表 3.4.2－2 解析用物性値（有効応力解析） 

（改良地盤） 

改良地盤⑦
（高圧噴射）

密度 ρ（g／cm
3
） 2.11

間隙率 n 0.45

動せん断弾性係数　　Ｇma　（kN／m2） 1,135,000

基準平均有効拘束圧　σma'　（kN／m2） 98

ポアソン比 ν 0.33

減衰定数の上限値　　h max 0.095

粘着力 c（kN／m2） 1,250

内部摩擦角 φ'　 0

取水槽

種別（工法，地盤種別）

物
理
特

性

注：動せん断弾性係数は代表的な数値を示す。

対象施設

強
度
特

性

変
形
特

性
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(6) 地盤物性値のばらつき 

すべり安全率に対する地盤物性値のばらつきの影響については，強度特性

が支配的であるとされていることから，地盤物性のうち強度特性に関するば

らつきについて考慮し，平均強度から 1σによる低減を実施した強度特性と

した。 

埋戻土を除く土質材料及び岩盤については全応力解析と同値であるため，

設置変更許可時のばらつきを考慮した強度特性を用いる。 

なお，改良地盤及び埋戻土については，以下の理由から平均強度が既に安

全側にばらつきを考慮したものになっているため，更なるばらつきの考慮は

実施しない。 

 

・改良地盤 

「補足-023-01 地盤の支持性能について」より，新設する改良地盤と同

じ工法及び仕様である改良地盤⑦については，実施工の改良地盤が設計値

を上回るように施工されるため，改良地盤のばらつきを踏まえても表

3.4.2－3 における強度特性は保守的な設定となっている。 

 

表 3.4.2－3 室内試験における試験値と目標物性値との比較 

（強度特性） 

（「補足-023-01 地盤の支持性能について」より引用） 
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・埋戻土

埋戻土の平均強度は，表 3.4.2－4 に示すとおり，港湾技研資料を参考

に，粘着力Ｃを保守的にゼロと設定しており，既に安全側にばらつきを考

慮した強度になっているため，更なるばらつきの考慮は実施しない。 

表 3.4.2－4 埋戻土の解析用物性値及び設定方法 

解析用物性値 設定方法 

粘着力 

ｃ（kN/m2） 
0 慣用値＊ 

内部摩擦角 

φ（°） 
40.17 

港湾技研資料＊を参考に，Ｎ値と有効上載圧によ

り相対密度Ｄｒを求め，内部摩擦角φと相対密度

Ｄｒとの関係から設定 

注記＊：液状化による構造物被害予測プログラムＦＬＩＰにおいて必要な各種パラメ

タの簡易設定法（港湾技研資料 No.869,1997 年 6 月）
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(7) ジョイント要素 

地盤と構造体の接合面の法線方向に対して地震時の引張荷重を与えると，

地盤は構造体から剥離する特徴がある。また，地盤と構造体の接合面のせん

断方向に対して地震時のせん断荷重を与え，せん断ひずみを増加させていく

と，地盤及び構造体のせん断応力は上限に達し，それ以上はせん断応力が増

加しなくなる特徴がある。 

時刻歴応答解析では，地震時における実挙動を正確に把握するために，地

盤と構造体の接合面にジョイント要素を設定し，地震時の地盤と構造体の接

合面における剥離及びすべりを考慮する。 

ジョイント要素は，地盤と構造体の接合面で法線方向及びせん断方向に対

して設定する。法線方向については，常時状態以上の引張荷重が生じた場

合，剛性及び応力をゼロとし，剥離を考慮する。せん断方向については，地

盤と構造体の接合面におけるせん断抵抗力以上のせん断荷重が生じた場合，

せん断剛性をゼロとし，すべりを考慮する。 

ジョイント要素のばね定数は，土木学会マニュアル 2005 を参考に，数値

解析上，不安定な挙動を起こさない程度に周囲材料の剛性よりも十分に大き

な値を設定する。表 3.4.2－5 にジョイント要素のばね定数を示す。 

また，ジョイント要素の力学特性を図 3.4.2－2 示す。 

 

表 3.4.2－5 ジョイント要素のばね定数 

せん断剛性ｋｓ 

（ｋN/m3） 

圧縮剛性ｋｎ 

（ｋN/m3） 

1.0×107 1.0×107 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2－2 ジョイント要素の力学特性 
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せん断強度τf は次式の Mohr－Coulomb 式により規定される。接合面に設定

するジョイント要素の粘着力 c 及び内部摩擦角φは，周辺地盤の c，φと

し，「補足-023-01 地盤の支持性能について」に基づき設定する。また，

接合面に設定するジョイント要素のせん断強度は，隣り合う地盤，改良地盤

または埋戻コンクリートの各せん断強度のうち小さい値を採用することとす

る。 

 

τf＝ｃ＋σ’tanφ 

ここで， 

τf ：せん断強度 

ｃ ：粘着力 

φ ：内部摩擦角 
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図 3.4.2－3 ジョイント要素の配置図 

  

接合条件 粘着力ｃ
（N/mm2）

内部摩擦角
φ

（°）

備考
（採用物性値）材料1 材料2

境界１
改良地盤 埋戻土

0 40.17 埋戻土
埋戻コンクリート 埋戻土

境界２ 改良地盤 ＣＬ級 頁岩 0.28 45.00 ＣＬ級 頁岩

境界３ 改良地盤
ＣＬ級 凝灰岩
・凝灰角礫岩

0.60 28.00
ＣＬ級 凝灰岩
・凝灰角礫岩

境界４ 改良地盤
ＣＭ級 凝灰岩
・凝灰角礫岩

1.25 0 改良地盤

KEY-PLAN
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(8) 地下水位の設定

設置変更許可時において，掘削形状を反映する前の２号機南側盛土斜面

（⑥－⑥’断面）に設定した地下水位については，２次元浸透流解析と３次

元浸透流解析による地下水位を比較し，保守的となっている２次元浸透流解

析による地下水位を設定している。 

以下の理由から，掘削箇所及び追加対策工を反映した２号機南側盛土斜面

（⑥－⑥’断面）の地下水位は，設置変更許可時と同じになると考えられ

る。 

・２次元浸透流解析では，法尻部及び法肩部の地表面に水頭固定境界を設

定しており，この範囲に掘削範囲及び追加対策工範囲が位置しているこ

とから，掘削形状及び追加対策工反映後の２次元浸透流解析による地下

水位は反映前と同じになる。（図 3.4.2－4 及び図 3.4.2－5 参照）

・掘削形状及び追加対策工を反映した３次元浸透流解析においても，盛土

斜面内における地下水位が２次元浸透流解析による地下水位と同等とな

るように，盛土斜面法尻の改良地盤内に暗渠排水管を設置することと

し，３次元浸透流解析に考慮する。

以上より，２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）における２次元動的ＦＥ

Ｍ解析（有効応力解析）の地下水位は，設置変更許可時に設定した２次元浸

透流解析の地下水位と同じとする。 

なお，掘削形状及び追加対策工を反映した３次元浸透流解析の地下水位に

ついては，別途，「補足-023-01 地盤の支持性能について」で説明する。 
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図 3.4.2－4 浸透流解析による地下水位の設定（掘削形状等反映前） 

 

 

図 3.4.2－5 浸透流解析による地下水位の設定（掘削形状等反映後） 

  

0 50m

液状化影響検討用地下水位
（ 2次元浸透流解析（定常解析） ）

観測最高水位
：T.P.+ 6.55m

観測最高水位
：T.P.+ 7.97m凡例

：２次元浸透流解析の定常水位

EL (m) EL (m)

100.0

50.0

0.0

-50.0

100.0

50.0

0.0

-50.0

EL 8.5m
EL 15.0m

：EL 6.55m ：EL 7.97m

地表面水頭固定境界地表面水頭固定境界

【凡例】

：埋戻コンクリート

：改良地盤⑦

：埋戻土，盛土

：旧表土

：ＣＨ級岩盤

：ＣＭ級岩盤

：ＣＬ級岩盤

：Ｄ級岩盤

掘削範囲掘削範囲

暗渠排水管

2次元浸透流
解析水位

0 50m

液状化影響検討用地下水位
（ 2次元浸透流解析（定常解析） ）

観測最高水位
：T.P.+ 6.55m

観測最高水位
：T.P.+ 7.97m凡例

：２次元浸透流解析の定常水位
：３次元浸透流解析の定常水位

【凡例】

EL (m) EL (m)

100.0

50.0

0.0

-50.0

100.0

50.0

0.0

-50.0

EL 8.5m
EL 15.0m

：EL 6.55m ：EL 7.97m

地表面水頭固定境界地表面水頭固定境界
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(9) 盛土斜面の常時応力解析 

２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）については，安全対策工事に伴う掘

削箇所周辺において，掘削に伴う盛土部及び岩盤部の応力解放に伴う緩みが

想定されるが，図 3.4.2－6 のとおり，施工順序を踏まえた以下の理由か

ら，１つのステップで常時応力解析を実施する。 

 

a. 常時応力解析を１つのステップで実施する理由 

1) 盛土部については，安全対策工事に伴う掘削前に親杭を施工し，掘

削しながら切梁及びグラウンドアンカを設置しており，極力，掘削近

傍に応力解放に伴う緩みが発生しないように配慮して施工している

が，応力解放に伴う多少の緩みは発生するものと考えられる（施工順

序 B）。 

その後，高圧噴射攪拌工法による改良地盤の施工（施工順序 C）によ

り，埋戻土を攪拌しながらセメントを混合して改良するため，掘削に

よる応力解放の影響は解消される。 

 

2) 岩盤部についても，応力解放に伴う緩みが極力発生しないように配

慮して施工しているため，掘削前後の２ステップで実施した常時応力

解析による応力状態と，１つのステップで実施した常時応力解析によ

る応力状態について差異はないと考えられる。 

 

3) 上記の１・２より，地盤改良をモデル化した常時応力解析により，

保守的な応力状態を設定できる。 
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図 3.4.2－6 施工状況及び常時応力解析のモデル 

（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面） 掘削箇所近傍） 

  

施工順序 常時応力の解析ステップ

土留め工(安定性評価においては考慮しない) 高圧噴射攪拌工法により
掘削による応力解放の影響は
解消される。

施工順序A

土留め工（安定性評価においては考慮しない）

掘削による応力解放

施工順序B

施工順序C

（ステップＣで考慮できるため省略）

【盛土部】
応力解放の影響は解消されるため
地盤改良後の常時応力を算定

【岩盤部】
応力解放に伴う緩みが極力発
生しないように配慮して施工し
ているため，掘削前後での常
時応力状態の差異は無い

ステップA：埋戻土の自重の計算

ステップB：盛土部及び岩盤部の掘削による
解放力の反映

ステップＣ：改良地盤の反映

掘削による応力解放が発生するが，高
圧噴射攪拌工法での地盤改良により，
埋戻土を撹拌しながらセメントを混合し
て改良するため，掘削による応力解放
の影響は解消されるため省略

ステップＣで考慮できるため省略

【盛土部】

【岩盤部】
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b. 掘削による応力解放の影響検討

盛土斜面は，「a. 常時応力解析を１つのステップで実施する理由」で前

述したとおり，１つのステップで常時応力解析を実施することから，掘削後

のステップのみの常時応力解析と掘削前後の２ステップでの常時応力解析を

比較し，岩盤部において掘削による応力解放が表現できているかを確認す

る。 

解析コードは「Ｓ－ＳＴＡＮ Ｖｅｒ.20_ＳＩ」を用いる。 

(a) 解析条件

解析条件は設置変更許可時の常時応力解析と同様とする。

掘削形状は，図 3.4.2－7 のとおり，設置変更許可時の解析モデルを用

い，実際の掘削形状と概ね同等の形状となるように掘削形状を設定する。 
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図 3.4.2－7 掘削形状の反映方法 

  

以下拡大図 

掘削範囲（投影）

：実際の掘削形状

：解析モデルに反映する掘削形状

実際の掘削形状と概ね同等となる
ように掘削形状を設定する。
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(b) 解析ケース 

解析による応力解放の影響検討における解析ケースを表 3.4.2－6 に示

す。 

 

・解析ケース①：ステップＢのみの常時応力解析 

・解析ケース②：ステップＡ⇒Ｂの２ステップでの常時応力解析 

 

 

表 3.4.2－6 掘削による応力解放の影響検討における解析ケース 

解析ケース① 解析ケース② 

 

 

 

 

（省略） 

 

 

 

ステップＡ 掘削前 

 

 

 

 

ステップＡ 掘削前 

 

 

 

 

 

 

 

ステップＢ 掘削形状の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップＢ 掘削形状の反映 

 

  
【凡例】 
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(c) 解析結果 

図 3.4.2－8 及び図 3.4.2－9 に主応力図を示す。岩盤部における主応力

図を比較した結果，ステップＡ⇒Ｂの２ステップでの常時応力解析とステ

ップＢのみの常時応力解析の主応力は同等であることを確認した。 

なお，埋戻部において引張応力が発生している要素があるが，高圧噴射

攪拌工法による改良地盤の施工により，掘削による応力解放の影響は解消

されると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2－8 主応力図（解析ケース①：ステップＢのみの１ステップ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.2－9 主応力図（解析ケース②：ステップＡ⇒Ｂの２ステップ） 
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ステップ解析がすべり安全率へ与える影響について確認するため，

「3.5.2 盛土斜面の安定性評価結果」に示すすべり線のうち，掘削箇所

近傍を通るシーム沿いのすべり線であるすべり線番号５のシーム部につい

て，それぞれの解析ケースですべり安全率を比較する。 

図 3.4.2－10 及び図 3.4.2－11 にすべり安全率の結果を示す。 

すべり安全率を比較した結果，すべり安全率は同等であるため，斜面の

すべり安定性評価において，常時応力解析を１つのステップで実施するこ

とは妥当である。 

図 3.4.2－10 掘削箇所近傍を通るシームにおけるすべり安全率 

（解析ケース①：ステップＢのみの１ステップ） 

図 3.4.2－11 掘削箇所近傍を通るシームにおけるすべり安全率 

（解析ケース②：ステップＡ⇒Ｂの２ステップ） 

[すべり安全率]
起動力：4565kN
抵抗力：6301kN

すべり安全率：1.380

掘削箇所

埋戻土部

岩盤部

KEY-PLAN 

[すべり安全率]
起動力：4393kN
抵抗力：6055kN

すべり安全率：1.378

掘削箇所

埋戻土部

岩盤部

KEY-PLAN 
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3.4.3 評価方法 

(1) すべり安定性評価 

すべり安全率の算定方法及び評価基準値は，設置変更許可時と同様に設定

する。 

想定すべり面の設定については，図 3.4.3－1 のとおり，設置変更許可時

に設定したすべり面に加えて，掘削により新たに想定されるすべり面を追加

設定する。 

平均強度を用いたすべり安全率評価のうち，最小すべり安全率のケース

（すべり線及び地震動）に対し，強度のばらつき考慮したすべり安定性評価

を実施する。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.3－1 想定すべり面の設定方法（赤枠追加） 

  

・すべり面の形状を円弧と仮定し，中心と半径を変
化させ，すべり安全率が最小となるすべり面を抽
出する。

・作用させる静的地震力は原子力発電所耐震設計
技術指針（JEAG4601-2015）を参考に，KH=0.3，
KV=0.15とする。

① 簡便法によるすべり面 ② シーム等の弱層を通るすべり面 ④ 応力状態を考慮したすべり面

２）モビライズド面を考慮

１）要素の安全率が低い領域を考慮

①・②・③のすべり面における安定解析で得られた
最小すべり安全率の応力状態から，①・②・③のす
べり面がモビライズド面等を通るすべり面になってい
ることを確認し，必要に応じてすべり面を追加設定
する。

シームから岩盤を切り上がるすべり面を
パラメトリックに設定する。

：せん断強度に達した要素

：引張応力が発生した要素

：1.00≦ fs ＜1.50

：1.50≦ fs ＜2.00

：2.00≦ fs

1号機
原子炉建物

コントロールポイント

③ 掘削面を通過するすべり面

・上記①及び②のすべり面の設定条件にそれぞれ
掘削面を通過するように条件を追加したすべり面

１号機
原子炉建物

掘削箇所
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２次元動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）の結果，過剰間隙水圧比が 0.95

を超えた要素については，繰り返し載荷により強度低下が生じたものとみな

し，すべり安全率算定時刻において，すべり面上の抵抗力をゼロとし，せん

断力（起動力）は考慮する。 

図 3.4.3－2 すべり安全率算定における起動力及び抵抗力の設定 

（２次元動的ＦＥＭ解析（有効応力解析）） 

0 50m

液状化範囲

液状化範囲内の
起動力を考慮する。

液状化範囲内の
抵抗力をゼロとする。

【凡例】
： Ｄ級岩盤 ： 旧表土

注：図中のモデルは掘削を反映していないモデルであり，液状化範囲は掘削を反映していないモデル

での液状化範囲である。（「補足-020 可搬型重大事故等対処施設の保管場所及びアクセスルー
トに係る補足説明資料」の「2.4.2 液状化範囲の検討方法及び検討結果」参照）
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(2) 全応力解析と有効応力解析の比較 

盛土斜面の評価では，以下の理由から，有効応力解析により，すべり安定

性を評価することとする。 

 

・有効応力解析は，埋戻土の液状化によるすべり安定性への影響につい

て，より精緻に表現できること 

 

・設置変更許可段階において，全応力解析とのすべり安全率の同等性が確

認されていること 

 

図 3.4.3－3～図 3.4.3－5 に，設置変更許可段階の，すべり安全率の算定

における全応力解析と有効応力解析の比較検討を示す。 

その結果，すべり安全率の算定における有効応力解析の採用手法としての

妥当性，及び有効応力解析を用いたすべり安全率の算定方法が有する保守性

を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4.3－3 全応力解析と有効応力解析の比較 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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図 3.4.3－4 全応力解析と有効応力解析の比較 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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図 3.4.3－5 全応力解析と有効応力解析の比較 

（設置変更許可段階まとめ資料より抜粋） 
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(3) 改良地盤

改良地盤のせん断破壊に対する局所安全係数，及び引張破壊に対する局所

安全係数を以下の式により算定する。 

引張破壊に対する局所安全係数が 1.0 を下回るケースについては，最大せ

ん断応力発生時刻及び最大引張応力発生時刻の局所安全係数分布を確認し，

改良地盤の安定性に影響がないかを確認する。 

ｆｓ＝Ｒ／Ｓ 

ここに，ｆｓ：局所安全係数 

Ｒ  ：せん断強度または引張強度 

Ｓ  ：発生せん断応力または発生引張応力 
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3.5 評価結果 

3.5.1 岩盤斜面の安定性評価結果 

(1) すべり安全率 

２号機南側切取斜面（①－①’断面）におけるすべり安定性評価結果を表

3.5.1－1～表 3.5.1－4 に示す。 

すべり安全率算定の結果，いずれのすべり面形状でもすべり安全率は 1.2

を上回ることを確認した。 
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表 3.5.1－1 すべり安定性評価結果（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（地盤物性：平均強度） 

１号機
原子炉建物

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

１

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋－）

1.62

〔14.63〕

シーム沿いのすべり面（法肩からシームを通って斜面中腹に抜け
るすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋－）

1.62

〔14.63〕

シーム沿いのすべり面（法肩からシームを通って斜面中腹に抜け
るすべり面）

２

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－－）

1.87

〔9.04〕

シーム沿いのすべり面（法肩からシームを通って，法尻のＣＭ級と
ＣＨ級の岩級境界付近のＣＭ級岩盤内を通って法尻に抜けるすべ
り面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－－）

1.66
〔7.45〕

シーム沿いのすべり面（法肩からシームを通って，法尻のＣＭ級と
ＣＨ級の岩級境界付近のＣＭ級岩盤内を通って法尻に抜けるすべ
り面）

0 50m

１号機
原子炉建物

アクセス
ルート

0 50m

１号機
原子炉建物

0 50m

１号機
原子炉建物

アクセス
ルート

１号機
原子炉建物

0 50m

１号機
原子炉建物

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

【凡例】

：すべり面 ：コントロールポイント
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表 3.5.1－2 すべり安定性評価結果（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（地盤物性：平均強度） 

 

 

  

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

３

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

1.74

〔7.45〕

シーム沿いのすべり面（法肩からシームを通って斜面中腹に抜け
るすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

1.56
〔7.45〕

シーム沿いのすべり面（法肩からシームを通って斜面中腹に抜け
るすべり面）

４

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.59

〔19.15〕

簡便法により設定したすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.57

〔19.15〕

簡便法により設定したすべり面

１号機
原子炉建物

１号機
原子炉建物

0 50m

0 50m

１号機
原子炉建物

0 50m

１号機
原子炉建物

0 50m

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

【凡例】

：すべり面 ：コントロールポイント
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表 3.5.1－3 すべり安定性評価結果（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（地盤物性：平均強度） 

 

 

 

  

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

５

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.62

〔9.02〕

掘削面を通過するすべり面（法肩からシームを通って掘削底面南
端に抜けるすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
－ － －

６

掘削後
（全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（＋＋）

2.83

〔8.93〕

掘削面を通過するすべり面
（簡便法により設定したすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
－ － －

１号機
原子炉建物

0 50m

１号機
原子炉建物

0 50m

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

【凡例】

：すべり面 ：コントロールポイント
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表 3.5.1－4 すべり安定性評価結果（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（地盤物性：ばらつきを考慮した強度） 

 

 

 

  

番号 すべり面形状
基準

地震動＊1

最小すべり
安全率＊2

すべり安全率
【ばらつきを考
慮した強度】

掘削後
（全応力解析）

４
Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.59
〔19.15〕

1.59
〔19.15〕

簡便法により設定したすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
３

Ｓｓ－Ｎ １
（－＋）

1.56
〔7.45〕

1.51
〔7.45〕

シーム沿いのすべり 面（法肩からシームを通って，
法尻のＣＭ級とＣＨ級の岩級境界付近のＣＭ級岩
盤内を通って法尻に抜けるすべり面）

１号機
原子炉建物

0 50m

0 50m

１号機
原子炉建物

注記＊1：基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2：〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

【凡例】

：すべり面 ：コントロールポイント
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(2) 主応力図及び局所安全係数分布図

掘削後に最小すべり安全率となるすべり面番号４の局所安全係数分布図を

図 3.5.1－1 に，主応力図を図 3.5.1－2 に示す。 

図 3.5.1－1 に示す局所安全係数分布図を確認した結果，せん断強度に達

した要素は認められない。また，引張応力が発生した要素が斜面中腹及び掘

削箇所周辺に認められるが，当該すべり面は斜面中腹の引張応力が発生した

要素を通るすべり面となっている。  

当該応力状態を踏まえ，掘削箇所周辺における引張応力が発生した要素を

通るすべり面を追加し，すべり安全率を算定した結果，5.88（平均強度）で

あり，既往のすべり面のすべり安全率 1.59（平均強度）に包絡されることを

確認した。 

なお，掘削箇所周辺の引張応力が発生した要素における引張応力は最大で

約 0.07N/mm2 であり，当該箇所に分布するＣＭ級～ＣＨ級の岩盤の引張強度

0.13N/mm2 を下回ることを確認しているが，保守的に岩盤の引張強度を考慮し

ないすべり安全率を算定している。 

図 3.5.1－2 に示す主応力図を確認した結果，斜面中腹では，直応力が引

張となる範囲は概ね 80°～110°になり，これに沿うすべりは想定されな

い。 

以上のことから，設定したすべり面は，既にすべり安全率の厳しいすべり

面となっていることを確認した。 

 

図 3.5.1－1 局所安全係数分布図 

（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），ｔ＝19.15） 

原子炉建物

EL (m)
120

100

80

60

40

20

0

-20

-40
0 50m

すべり安全率
：9.00（平均）すべり安全率

：5.88（平均）

すべり安全率
：1.59（平均）
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図 3.5.1－2 主応力図（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），ｔ＝19.15） 

  

拡大（下図） 

80°
110°

直応力が
引張となる範囲
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掘削前に比べて掘削後のすべり安全率が大きく上昇したすべり面番号３の

主応力図について，図 3.5.1－3 及び図 3.5.1－4 のとおり掘削前後で比較し

た。 

その結果，掘削前後で応力状態は概ね同等であり，掘削による影響が非常

に小さいことを確認した。 

また，すべり面上の応力状態に着目すると，掘削箇所近傍の１要素につい

て，掘削前では発生していた引張応力が，掘削後では消失している。掘削に

よる微小な応答変化及び応力変化により，掘削前よりすべり安全率が上昇し

たと考えられる。 

図 3.5.1－3 主応力図（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（掘削後（全応力解析），Ｓｓ－Ｎ１（－＋），ｔ＝7.45） 
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図 3.5.1－4 主応力図（２号機南側切取斜面（①－①’断面）） 

（掘削前（設置変更許可時，全応力解析），Ｓｓ－Ｎ１（－＋），ｔ＝7.45） 
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3.5.2 盛土斜面の安定性評価結果 

(1) すべり安全率

２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）におけるすべり安定性評価結果を表

3.5.2－1～表 3.5.2－4 に示す。 

すべり安全率算定の結果，いずれのすべり面形状でもすべり安全率は 1.2

を上回ることを確認した。 

なお，表 3.5.2－4 に示すとおり，掘削後(有効応力解析)のすべり安全率

が，掘削前(設置変更許可時，全応力解析)のすべり安全率を下回っている

が，これは，「3.4.3(2) 全応力解析と有効応力解析の比較」に示すとお

り，有効応力解析を用いたすべり安全率の算定方法が有する保守性によるも

のと考えられる。 
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表 3.5.2－1 すべり安定性評価結果（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（地盤物性：平均強度） 

 

 

  

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

１

掘削後
（有効応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.72
〔15.24〕

簡便法により設定したすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ２
（ＮＳ）
（－＋）

2.09
〔25.10〕

簡便法により設定したすべり面

２

掘削後
（有効応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（＋＋）

1.56
〔7.71〕

弱層（旧表土）を通るすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｎ２
（ＮＳ）
（＋＋）

1.94
〔24.43〕

弱層（旧表土）を通るすべり線

0 50m

0 50m

過剰間隙水圧比0.95以上の範囲

0 50m

0 50m

過剰間隙水圧比0.95以上の範囲

注記＊1： 基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2： 〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

【凡例】

：旧表土

：改良地盤 ：コントロールポイント
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表 3.5.2－2 すべり安定性評価結果（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（地盤物性：平均強度） 

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

３

掘削後
（有効応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.79
〔10.61〕

（掘削形状反映前に）液状化範囲を通るすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.61
〔13.15〕

液状化範囲を通るすべり面

４

掘削後
（有効応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

1.95
〔7.83〕

シーム沿いのすべり面（掘削箇所からシームを通り，改良地盤及び
埋戻土から法面に抜けるすべり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
－ － －

0 50m

過剰間隙水圧比0.95以上の範囲

0 50m

0 50m

注記＊1： 基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2： 〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化範囲を考慮する範囲

【凡例】

：旧表土

：改良地盤 ：コントロールポイント
＊3
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表 3.5.2－3 すべり安定性評価結果（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（地盤物性：平均強度） 

 

 

 

  

番号 すべり面形状 基準地震動＊1 最小すべり
安全率＊2

５

掘削後
（有効応力解析）

Ｓｓ－Ｎ１
（－＋）

1.64
〔7.75〕

シーム沿いのすべり面（掘削箇所からＣＭ級とＣＨ級の岩級境界付近
のＣＭ級岩盤内を通ってシームを通り，埋戻土から法面に抜けるす
べり面）

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
－ － －

0 50m

注記＊1： 基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2： 〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。

【凡例】

：旧表土

：改良地盤 ：コントロールポイント
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表 3.5.2－4 すべり安定性評価結果（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（地盤物性：ばらつきを考慮した強度） 

番号 すべり面形状
基準

地震動＊1

最小すべり
安全率＊2

すべり安全率
【ばらつきを考
慮した強度】

掘削後
（有効応力解析）

２
Ｓｓ－Ｎ １
（＋＋）

1.56
〔7.71〕

1.24
〔7.72〕

（掘削形状反映前に）液状化範囲を通るすべり面

掘削前
（設置変更許可時，

全応力解析）
３

Ｓｓ－Ｄ
（－＋）

1.61
〔13.15〕

1.56
〔13.15〕

液状化範囲を通るすべり面

0 50m

過剰間隙水圧比0.95以上の範囲

0 50m

注記＊1： 基準地震動（＋＋）は反転なし，（－＋）は水平反転，（＋－）は鉛直反転，（－－）
は水平反転かつ鉛直反転を示す。

＊2： 〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。
＊3：破線は液状化範囲を考慮する範囲

【凡例】

：旧表土

：改良地盤 ：コントロールポイント
＊3
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(2) 主応力図及び局所安全係数分布図 

掘削後に最小すべり安全率となるすべり面番号２の局所安全係数分布図を

図 3.5.2－1 に，主応力図を図 3.5.2－2 に示す。 

せん断強度に達した要素及び引張応力が発生した要素は認められないこと

から，設定したすべり面はすべり安全率の厳しいすべり面となっていると判

断した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.2－1 局所安全係数分布図 

（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），ｔ＝7.71） 

  

改良地盤

引張応力が発生した要素

せん断強度に達した要素

1.0 ≦値＜ 1.2

1.2 ≦値

：すべり面
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図 3.5.2－2 主応力図（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），ｔ＝7.71） 
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地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 7.720E+00

CASE NO. 1
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4000
kN/m2

：引張

：圧縮

拡大（下図） 
：すべり面 
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Y
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地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 7.720E+00

CASE NO. 1

PRINC   STRE -1.067E+04

4000
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：圧縮

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X
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CASE NO. 1

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 7.720E+00

CASE NO. 1

PRINC   STRE -1.067E+04

2000 kN/m2

：引張

：圧縮

：すべり面



 

111 

 

掘削前に比べて掘削後のすべり安全率が大きく上昇したすべり面番号３の

主応力図について，図 3.5.2－3 及び図 3.5.2－4 のとおり掘削前後で比較し

た。 

その結果，両者は概ね同等であることから，掘削後のすべり安全率が大き

く上昇した要因は，応答変化によるものではないと考えられる。 

 

なお，掘削前の主応力図では，法肩付近に引張応力が発生しているが，す

べり面の直応力は引張となっていないこと，及び埋戻土のせん断強度はピー

ク強度と残留強度を同値に設定していることから，法肩付近の引張応力はせ

ん断抵抗力に影響していないと評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.2－3 主応力図（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（掘削後（有効応力解析），Ｓｓ－Ｄ（－＋），ｔ＝10.61） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.2－4 主応力図（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

 （掘削前（設置変更許可時,全応力解析），Ｓｓ－Ｄ（－＋），ｔ＝13.15） 

 

         

         

     

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 1.062E+01

CASE NO. 1

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 1.062E+01

CASE NO. 1

PRINC   STRE -8.352E+03

4000
kN/m2

：引張

：圧縮

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 1.062E+01

CASE NO. 1

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 1.062E+01

CASE NO. 1

PRINC   STRE -8.352E+03

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 1.062E+01

CASE NO. 1

FEMOS   :  POST-PROCESSOR   FOR  F.E.M  
地震時  間隙水要素以外  

                

X

Y

TIME 1.062E+01

CASE NO. 1

PRINC   STRE -8.352E+03

4000
kN/m2

：引張

：圧縮
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次に，すべり面番号３の最小すべり安全率時刻における過剰間隙水圧比分

布図について，図 3.5.2－5 及び図 3.5.2－6 のとおり掘削前後で比較した。 

掘削後の過剰間隙水圧比分布図では，最小すべり安全率時刻における過剰

間隙水圧比が 0.95 以上となる要素は発生していないため，当該すべり安全率

の算定において，液状化により抵抗力が低下する要素はない。 

また，掘削前の液状化により起動力と抵抗力のどちらも考慮されていなか

った範囲については，掘削後では追加対策工である改良地盤が施工されてお

り，改良地盤の抵抗力を考慮できるため，すべり安全率が増加していると考

えられる。 

以上より，すべり面番号３について，追加対策工である改良地盤の抵抗力が

考慮できたことから掘削前のすべり安全率に比べて掘削後のすべり安全率が

上昇したと考えられる。 

図 3.5.2－5 過剰間隙水圧比分布図 

（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（掘削後（有効応力解析），Ｓｓ－Ｄ（－＋），ｔ＝10.61） 

図 3.5.2－6 過剰間隙水圧比分布図 

（２号機南側盛土斜面（⑥－⑥’断面）） 

（掘削前（設置変更許可時,全応力解析） 

注：過剰間隙水圧比分布は，Ｓｓ－Ｄの各地震動方向における最大過剰間隙水圧比分布図が 0.95 を超えた要素を包絡するように設定している。 

0.00

0.95

過剰間隙水圧比

1.00

Ss-D-+　10.61秒

改良地盤
（南側）

改良地盤
（北側）埋戻コンクリート

0.00

0.95

1.00

過剰間隙水圧比 ：すべり面
（破線は液状化影響を考慮する範囲）

0.00

0.95

1.00

過剰間隙水圧比

改良地盤
施工前

改良地盤
施工前

：すべり面
（破線は液状化影響を考慮する範囲）

埋戻コンクリート
施工前
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(3) 液状化範囲 

掘削後の液状化範囲について，掘削前の液状化範囲と比較した結果を図

3.5.2－7 に示す。 

地震動は，基準地震動のうち継続時間が最も長いＳｓ－Ｄを用い，過剰間

隙水圧比の全時刻最大を波形反転４波で重ね合わせた。 

掘削前との比較の結果，液状化範囲は，改良地盤及び埋戻コンクリートの

施工により減少しており，これにより掘削形状反映前に液状化範囲を通って

いたすべり面のすべり安定性が向上したものと考えられる。 

 

一方で，掘削後の法尻付近及び法尻南方の斜面内には，掘削前には認めら

れなかった過剰間隙水圧比が 0.95 を超える要素が認められることから，図

3.5.2－8 に示すとおり，Ｓｓ－Ｄの各地震動方向における全時刻最大の過剰

間隙水圧比分布を確認した。 

その結果，Ｓｓ－Ｄのいずれの地震波でも，過剰間隙水圧比が 0.95 を超

える要素が法尻付近及び法尻南方の斜面内に，局所的かつ散在的に認められ

ることを確認した。 

 

以上のことから，掘削後の盛土斜面の液状化範囲は，総括的には改良地盤

等の施工により減少しており，これにより盛土斜面のすべり安定性は向上し

ていると評価するが，改良地盤より南方に，掘削前には認められなかった液

状化範囲が局所的かつ散在的に認められることから，以降ですべり安定性へ

の影響を検討する。 

その際は，法尻南方の斜面内において，液状化範囲が広く分布するＳｓ－

Ｄ（－－）を対象に，検討を行う。 
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（掘削後（掘削形状及び対策工反映），Ｓｓ－Ｄ） 

（掘削前，Ｓｓ－Ｄ） 

図 3.5.2－7 液状化範囲の比較 

0.00

0.95

過剰間隙水圧比

1.00

Ｓｓ－Ｄ ４波　最大

改良地盤改良地盤埋戻コンクリート

過剰間隙水圧比 ：地下水位

0.00

0.95

1.00

過剰間隙水圧比

改良地盤
施工前

改良地盤
施工前

：地下水位
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注：各要素における過剰間隙水圧比分布の時刻歴最大値を表示 

図 3.5.2－8 Ｓｓ－Ｄ の各地震動方向における最大過剰間隙水圧比分布図 

（全時刻最大） 

0.00

0.95

過剰間隙水圧比

1.00

Ss-D++

Ｓｓ－Ｄ（＋＋）

法尻付近

0.00

0.95

1.00

過剰間隙水圧比 ：地下水位

0.00

0.95

過剰間隙水圧比

1.00

Ss-D+-

Ｓｓ－Ｄ（＋－）

法尻付近

0.00

0.95

1.00

過剰間隙水圧比 ：地下水位

0.00

0.95

過剰間隙水圧比

1.00

Ss-D-+

法尻付近

Ｓｓ－Ｄ（－＋）

0.00

0.95

1.00

過剰間隙水圧比 ：地下水位

0.00

0.95

過剰間隙水圧比

1.00

Ss-D--

盛土斜面内

法尻付近

Ｓｓ－Ｄ（－－）

0.00

0.95

1.00

過剰間隙水圧比 ：地下水位

すべり安全率検討ケース 
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液状化範囲が広く分布するＳｓ－Ｄ（－－）について，過剰間隙水圧比の

発生状況の時刻歴を図 3.5.2－9 に示す。 

法尻付近の液状化範囲については，10 秒あたりで一時的に発生しており，

地震終了時まで継続していない。 

また，斜面内の液状化範囲については，地震動が徐々に小さくなっていく

41.97 秒に発生しており，地震終了時まで継続して 0.95 以上を超える要素は

２要素のみと局所的である。 

以上のことから，液状化範囲が盛土斜面のすべり安定性に与える影響は軽

微であると考えられる。 
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図 3.5.2－9 Ｓｓ－Ｄ（－－）における過剰間隙水圧の発生状況の時刻歴 
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前述のとおり，液状化範囲が盛土斜面のすべり安定性に与える影響は軽微

であると考えるが，念のため，図 3.5.2－10 に示すとおり，全時刻最大の過

剰間隙水圧比分布における液状化範囲を通る任意のすべり面を設定し，すべ

り安全率を全時刻で算定した。 

その結果，図 3.5.2－11 のとおり，最小すべり安全率は 1.63 であり，表

2.9.8－1 に示す最小すべり安全率 1.56 を上回ることから，液状化範囲が盛

土斜面のすべり安定性に与える影響は軽微と判断する。 

 

注：各要素における過剰間隙水圧比分布の時刻歴最大値を表示 

図 3.5.2－10 液状化により安全率が厳しくなると考えられるすべり面 

（Ｓｓ－Ｄ（－－）における最大過剰間隙水圧比分布(全時刻最大） 

 

図 3.5.2－11 液状化範囲を通るすべり面のすべり安全率 

（Ｓｓ－Ｄ（－－），t=15.03s）
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(4) 改良地盤 

改良地盤のせん断破壊に対する局所安全係数を表 3.5.2－5 及び表 3.5.2－

6 に，引張破壊に対する局所安全係数を表 3.5.2－7 及び表 3.5.2－8 に示

す。 

同表より，引張破壊及びせん断破壊している要素はないため，改良地盤の

安定性に影響を及ぼすことはない。 

以上より，改良地盤が健全であることを確認した。 
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表 3.5.2－5 改良地盤（北側）のせん断破壊に対する評価結果 

地震動 
せん断応力 

Ｓ（kN/m2） 

せん断強度 

Ｒ（kN/m2） 

局所安全係数 

ｆs
＊ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 860 1250 1.45 

（－＋） 846 1250 1.48 

（＋－） 912 1250 1.37 

（－－） 919 1250 1.36 

Ｓｓ－Ｎ１ 
（＋＋） 749 1250 1.67 

（－＋） 805 1250 1.55 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 587 1250 2.13 

（－＋） 499 1250 2.51 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 626 1250 2.00 

（－＋） 540 1250 2.32 

注記＊：改良地盤の要素のうち最小安全率となる数値を記載 

 

表 3.4.2－6 改良地盤（南側）のせん断破壊に対する評価結果 

地震動 
せん断応力 

Ｓ（kN/m2） 

せん断強度 

Ｒ（kN/m2） 

局所安全係数 

ｆs
＊ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 966 1250 1.29 

（－＋） 1012 1250 1.24 

（＋－） 1072 1250 1.17 

（－－） 956 1250 1.31 

Ｓｓ－Ｎ１ 
（＋＋） 745 1250 1.68 

（－＋） 862 1250 1.45 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 764 1250 1.64 

（－＋） 689 1250 1.81 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 826 1250 1.51 

（－＋） 847 1250 1.48 

注記＊：改良地盤の要素のうち最小安全率となる数値を記載 
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表 3.5.2－7 改良地盤（北側）の引張破壊に対する評価結果 

地震動 
引張応力 

Ｓ（kN/m2） 

引張強度 

Ｒ（kN/m2） 

局所安全係数 

ｆs
＊ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 410 625 1.52 

（－＋） 443 625 1.41 

（＋－） 491 625 1.27 

（－－） 454 625 1.38 

Ｓｓ－Ｎ１ 
（＋＋） 440 625 1.42 

（－＋） 268 625 2.33 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 299 625 2.09 

（－＋） 187 625 3.34 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 301 625 2.08 

（－＋） 285 625 2.19 

注記＊：改良地盤の要素のうち最小安全率となる数値を記載 

 

表 3.5.2－8 改良地盤（南側）の引張破壊に対する評価結果 

地震動 
引張応力 

Ｓ（kN/m2） 

引張強度 

Ｒ（kN/m2） 

局所安全係数 

ｆs
＊ 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 395 625 1.58 

（－＋） 384 625 1.63 

（＋－） 456 625 1.37 

（－－） 412 625 1.52 

Ｓｓ－Ｎ１ 
（＋＋） 312 625 2.00 

（－＋） 288 625 2.17 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＮＳ） 

（＋＋） 239 625 2.62 

（－＋） 282 625 2.22 

Ｓｓ－Ｎ２ 

（ＥＷ） 

（＋＋） 304 625 2.06 

（－＋） 270 625 2.31 

注記＊：改良地盤の要素のうち最小安全率となる数値を記載 
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（参考資料）安全対策工事に伴う掘削箇所の概要 

1. 掘削範囲及び土留め工の概要

島根２号機構内では，第３系統直流電源設備設置工事等の安全対策工事に伴い，

掘削を実施している。 

図 1 に，掘削箇所の平面図を，図 2～図 10 に，掘削箇所の土留め工の概要を示

す。 

掘削箇所には土留め工を設置して掘削しているが，「１．概要」の掘削による地盤

の安定性評価の検討経緯フローのとおり，盛土掘削箇所周辺には安定性向上を目的

とした追加対策工（改良地盤及び埋戻コンクリート）を実施する。 

追加対策工である改良地盤及び埋戻コンクリートの施工により，土留め工のうち，

一部のグラウンドアンカは撤去されるため，概要図においては，破線で示す。 
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図 1 安全対策工事に伴う掘削箇所平面図 



（参考）－3 

50.0
EL(m)

0.0

-50.0

50.0
EL(m)

0.0

-50.0

第 ２ 層

MMR

揚水井戸

燃料移送系
配管ダクト 埋戻土

MMR MMR

サブドレンピット

埋戻土

MMR

掘削範囲

第 １ 層（埋戻土）

第 １ 層（埋戻土）

掘削範囲

25 500

親杭（H700×300）

切梁（□500×500）

B
←

B’
→

第 ３ 層

第 ２ 層
グラウンドアンカ

グラウンドアンカ

14.0m 14.0m

6.73m
13.0m

追加対策工

図 2 Ａ－Ａ’断面図 

図 3 Ｂ－Ｂ’断面図 

掘削範囲

EL 15.0mEL 15.0m

EL-8.620m
20m0 10

A
←

A’
→

（単位：mm） 

50.0
EL(m)

0.0

-50.0

50.0
EL(m)

0.0

-50.0

第 ２ 層

MMR

揚水井戸

燃料移送系
配管ダクト 埋戻土

MMR MMR

サブドレンピット

埋戻土

速度層境界線

改良地盤⑦

埋戻コンクリート

施設

埋戻土

凡 例

MMR

掘削範囲

第 １ 層（埋戻土）

第 １ 層（埋戻土）

掘削範囲

25 500

親杭（H700×300）

切梁（□500×500）

B
←

B’
→

第 ３ 層

第 ２ 層

岩盤

グラウンドアンカ

50.0
EL(m)

0.0

-50.0

50.0
EL(m)

0.0

-50.0

第 ２ 層

MMR

揚水井戸

燃料移送系
配管ダクト 埋戻土

MMR MMR

サブドレンピット

埋戻土

速度層境界線

改良地盤⑦

埋戻コンクリート

施設

埋戻土

凡 例

MMR

掘削範囲

第 １ 層（埋戻土）

第 １ 層（埋戻土）

掘削範囲

25 500

親杭（H700×300）

切梁（□500×500）

B
←

B’
→

第 ３ 層

第 ２ 層

岩盤

グラウンドアンカ



（参考）－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（拡大図） 

図 4 Ｃ－Ｃ’断面図 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 Ｄ－Ｄ’断面図  
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図 6 Ｅ－Ｅ’断面 

（拡大図） 

図 7 Ｆ－Ｆ’断面図 
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図 8 Ｇ－Ｇ’断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 Ｈ－Ｈ’断面図 
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図 10 Ｉ－Ｉ’断面図 
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